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デジタル改革関連法で個人情報はどうなる？
　　　　　　　　　　　　　　　日時　2021年９月11日
　　　　　　　　　　　　　　　講師　三木由希子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス　理事長）

（司会）

　皆さん、こんにちは。ただいまから、高知県自
治研究センター主催のセミナーを開始をしていき
たいと思います。
　今日のテーマは、「デジタル改革関連法で個人
情報はどうなる？」というテーマです。
　この９月１日にデジタル庁が発足をしています。
大変大きな官庁が新たに発足をしたわけですけど
も、そもそもこの目的というのが、日本における
デジタル化を推進するんだと。そういうことであ
りまして、そのこと自体はいいと思うんですが、
しかし、一方で、コロナ禍の中でこのデジタル改
革関連法というのが、先般の通常国会で成立をし
たわけですけども、いろんな問題点があるやに聞
き及んでいます。
　そういったことがあまり一般に知られていない。
そもそもその個人情報の取り扱いというのは、そ
のときの政府に対する信頼度が、まず大前提にな
るんではないかというふうにも思うんですが、そ
れはさておき、私たちの個人情報の取り扱いが大
変大きく変わっていく。そういったことがもう既
に法律も通ったわけですから、デジタル庁発足の
機会に、こういった機会に改めて学ぶ機会をつく
ろうということで、今日は企画をさせていただき
ました。
　講師は、ＮＰＯ法人情報公開クリアリングハウ
スの三木由希子理事長に、大変お忙しいところお
願いをしております。
　それでは、開会に先立ちまして、当センターの
理事長、東森よりご挨拶を申し上げます。

（高知県自治研究センター　東森理事長）

　皆さん、こんにちは。本日はお忙しい中ご参加
いただきまして、誠にありがとうございます。
　ただいま紹介をいただきました、高知県自治研

究センターの理事長をしております東森歩と申し
ます。本日はよろしくお願いいたします。
　先ほど事務局の石川のほうから紹介がありまし
たとおり、本日はデジタル改革関連法、関連法は
６つの法律で構成されてるわけですけども、デジ
タル改革関連法で私たちの個人情報はどうなると
いうテーマで、これより講演会を開催をいたしま
す。
　本日は、先ほど紹介もありましたとおり、ＮＰ
Ｏ法人情報公開クリアリングハウス理事長であら
れます、三木由希子さんに講師を務めていただき
ます。
　本日は限られた時間でございますが、大変たく
さんの情報をお聞きできると、私も楽しみにして
おります。皆様とともに学んでまいりたいと思い
ますので、よろしくお願いいたします。本日はお
願いいたします。

（司会）

　ありがとうございました。
　それでは、資料のほうにもありますけども、三
木理事長のやっておいでます情報公開クリアリン
グハウスについて、若干ご紹介をさせていただき
たいと思います。
　1999年の情報公開法の制定に伴い、組織改編に
よって情報公開クリアリングハウスが発足をして、
同年12月にＮＰＯ法人として現在に至っています。
三木理事長のほうは、2010年に理事長に就任され、
以降、公的機関における市民の知る権利の確立を
ミッションとして、その手段としての情報公開制
度、個人情報保護制度等々に取り組んでおられま
す。
　それでは、三木由希子さん、よろしくお願いい
たします。



− 2 −

デジタル改革関連法で個人情報はどうなる？

講師　三木由希子（特定非営利活動法人情報公開クリアリングハウス　理事長）

はじめに

　今ご紹介いただきました情報公開クリアリング
ハウスの三木と申します。今日はよろしくお願い
いたします。
　デジタル改革関連法というのは、先ほども少し
ご紹介がございましたとおり、かなり実はさまざ
まな制度が関連して含まれているというところが
ありまして、すべてを説明をしたりとかお話をす
るというのがなかなか難しいんですけれども、今
日はデジタル改革関連法で主に自治体と関連があ
るところについて、個人情報の問題も含めてお話
をさせていただきたいと思っております。
　先ほど情報公開クリアリングハウスについては
ご紹介いただきましたけれども、活動自体は1980
年から行っておりまして、情報公開制度をつくる
活動から始まって、自分の情報を知る権利という
意味で、個人情報保護制度がないと自分の情報の
開示を求める仕組みというのがないということも
ありまして、個人情報保護の仕組みについても早
い段階から取り組んできたというところがありま
す。
　それと、少しあとでもお話ししますけ
れども、実はその自分の情報とか個人情
報を公開するという意味ではなくて、個
人情報がどう取り扱われているかとい
う、そういう仕組みとか、どのような個
人情報を行政組織として保有しているか
というようなことを情報公開をすること
によって、適正な個人情報の取り扱いが
確保されるというのが、個人情報の仕組
みの中のかなり基本的な部分にありまし
て、個人情報保護というと情報公開と対
極にあるかのように思われるんですけど
も、実は適切な情報公開が個人情報を保

護する。個人情報が適切に扱われるということを
確保するという側面もあるということで、両面関
心対象としてきたという経緯があります。
　私自身は、自治体の審議会とか審査会の委員な
どもしておりますので、実際の自治体の実務に若
干かかわっているということと、あと、あまり最
近は自治体に対してやってはいないんですけども、
国に対しては、情報公開に関しては情報公開訴訟
をするとか、そういう活動もしていまして、かつ
さまざまな方からのご相談も受けていて、そこに
は自治体関係者とか議会関係者もおられれば、一
般市民とか、あと最近は報道関係者が圧倒的に多
いんですけれども、そういういろんな視点から実
は制度がどういうふうに動いているかというのも
見てきたという経緯があります。

デジタル改⾰関連法で
個⼈情報はどうなる？
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　ですので、今日お話しすることは、どちらかと
言えば、かなり現実的なお話をさせていただくこ
とになるかなというふうに思います。
　それでは、スライドを使いながら、お話を進め
させていただきたいと思います。
　それで、もし質問とか、あとここ分からなかっ
たということがありましたら、随時チャットボッ
クスのほうに書き込みができるかと思いますので、
そちらのほうに随時書き込んでいっていただいて
も構いません。オンラインですので、直接手を挙
げて発言をするというよりは、ここが分からなか
ったということは、書き込んでいただいても私は
結構ですので、遠慮なくお寄せください。
　それと資料そのものはかなり分量が多いんです
けども、こういう問題って雰囲気で議論すると大
変良くないっていうところがありまして、細かい
ようですけれども、何を根拠にこの話をしている
のかということが分かる程度にいろんな資料を入
れてあるというところで、全部お話しするわけに
はいかないところがありますけれども、何でこん
な話になっているのかということは、あとで確認
がいただけるようにつくっているということでご
理解をください。

デジタル改革関連法の６つの柱

　早速デジタル改革関連法のお話をしたいと思い
ますけれども、先ほどご紹介があったとおり、６

つの法律でこの改革関連法というものは構成をさ
れていたということです。
　一番上のデジタル社会形成基本法というのは、
高度情報通信ネットワーク社会形成基本法という
ものが、確か2000年だったと思うんですけどもで
きてまして、それの大幅改正ということで改正さ
れた法律ということになります。基本的に国が高
度情報通信、高度情報化を推進するための基本法
を、今回はデジタル社会ということに書き替えて、
基本的な考え方とか理念を入れたというものです。
それから、この９月１日に発足しましたデジタル
庁設置法というものが、新たに制定をされたとい
うことです。
　そして３つ目が、デジタル社会の形成を図るた
めの関係法律の整備に関する法律という長い名前
なんですが、通称「整備法」というふうに呼んで
います。それでこの「整備法」というのが、今回
実際にかなり大きな影響を及ぼすということで、
あとでこの「整備法」についてお話をします。
　そして次の２つが、新型コロナの問題を受けて、
マイナンバーの利用についてさまざまな議論が起
こったと、社会的に起こったという経緯がありま
す。特に10万円の定額給付金の支給にあたってマ
イナンバー制度が使えなかったということが、か
なり社会的に批判されたというところから出てき
た法律で、１つがこの前のような定額給付金の給
付をしたりとか、あとはさまざまな給付制度を自
治体も持っていたりとかしますし、災害時にさま
ざまな支援・支給がされるということもあります

ので、そういったものの給付を受ける銀
行口座と自分のマイナンバーについて、
国に登録をする仕組みをつくるというの
がこの法律で、これは任意に登録したい
人が登録してくださいという仕組みとし
て、今回法律ができているということで
す。
　それでその下が、銀行口座にマイナン
バーをひもづけるという法律なんですけ
れども、これは口座を持っている人の意
思でひもづけたい人はどうぞという仕組
みに、一応今のところなってるというこ
とです。

デジタル改⾰関連法

◦デジタル社会形成基本法（⾼度情報通信ネットワーク社
会形成基本法の改正）
◦デジタル庁設置法
◦デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関す
る法律（整備法）
◦公的給付⾦の⽀給等の迅速かつ確実な実施のための預貯
⾦⼝座の登録等に関する法律
◦預貯⾦者の意思に基づく個⼈番号の利⽤による預貯⾦⼝
座の管理等に関する法律
◦地⽅公共団体情報システムの標準化に関する法律
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　ただ、マイナンバーに関しては、金融
機関側は既に口座保有者からマイナンバ
ーを取得する義務というのが法律上課さ
れてまして、これは2018年からそういう
ふうな義務が生じているんですね。
　ただ、金融機関側も積極的に、自分の
顧客にマイナンバー出してくださいとい
うふうには言わないですし、そこを強制
する手段もないので、あと、こちら側が
そこに登録をしなきゃいけないという口
座保有者側の義務もないので、ひもづけ
は進んでないという実態はあるんですよ
ね。今回は金融機関側の義務ではなくて、
登録したい人はどうぞという仕組みに一応したと
いうことです。
　６つ目が、これはもしかしたら皆さん、さまざ
まな機会で情報に触れてらっしゃるんじゃないか
なと思いますけども、地方公共団体情報システム
の標準化に関する法律ということで、情報システ
ムは自治体が今それぞれ調達したりとかしていま
すけども、そのシステムの標準化をするという法
律が今回できているということです。
　こうした法律の背景なんですけども、デジタル
庁の設置という話自体は、菅政権になって出てき
た構想ということになります。それ以外の多くは、
既存の流れで予定されていたりとか、想定されて
いたものの法改正や法成形ということになります。
　それに加えて、新型コロナ禍によって新たに追
加されたものがあるということになりますので、
デジタル庁の設置ということ自体は新しいんです
けども、それ以外は一定の議論の流れがあって出
てきたものということになります。

デジタル改革関連法の背景

　それで、このようなデジタル庁設置を含む、デ
ジタル改革関連法というものが出てきた背景とい
うことを端的に申し上げると、そのデジタル化、
データ利用を政府はそもそも推進をしてきたとい
う経緯があるんですけども、それは政府といって
も官邸とか内閣官房とか、ＩＴ総合戦略室という

のが内閣官房の中にありますけども、そこを中心
に旗を振ってきたということがあるんですけども、
省庁縦割りの問題がある、そのため情報システム
の調達・仕様とか企画・政策などが、かなり省庁
ごとにばらついているということとか、あとそれ
ぞれの省庁の所管ごとの政策で、実際の進行度と
か本気度が違うというようなものがあったという
ことと、あと、データ流通のための法令等の基盤
のばらつきがあったということです。
　自治体は個人情報保護条例をそれぞれ制定して
るということもありますし、民間と行政機関で個
人情報保護の規律が違うということなので、これ
も政府中心にデータ利用の推進というものは旗を
振ってきたんですけども、実際にはそれが進まな
いということで、こういう障壁があるという課題
設定は、政府がずっとしてきたものであるという
ことなんです。
　それでその省庁縦割り問題を解消するために、
デジタル庁設置というものが行われて、そのデー
タ流通のための法令等の基盤のばらつきというこ
とについては、個人情報保護法の仕組みをかなり
大きく変えることによって対応しようということ
が、今回の法律の背景にあるということになりま
す。

デジタル改⾰関連法の背景
◦デジタル庁設置は菅政権になってから出てきた構想。
それ以外の多くは、既存の流れで予定（想定）され
ていた法改正＋新型コロナ禍により追加されたもの
◦かねてよりデジタル化、データ利⽤を推進するが、
①省庁縦割り（情報システムの調達・仕様、企画・
政策など）、②データ流通のための法令等基盤のば
らつき（⾃治体個⼈情報保護条例、⺠間・⾏政機関
等での規律の違いなど）が障壁という課題設定
◦①に対してデジタル庁設置、②は個⼈情報保護法の
抜本改正へ

4



− 5 −

デジタル庁の役割

　それで、デジタル庁に関しては、ちょっとだけ
確認的に申し上げますと、発足したばかりで内閣
総理大臣が主任大臣ですね。デジタル大臣という
方はおられますけれども、主任大臣は内閣総理大
臣ということになります。こういう内閣総理大臣
が主任大臣としてなっているのは復興庁だけとい
うことなので、別な組織の中ではやや例外的な組
織ということになろうかと思います。
　復興庁が比較的時限を区切って、役割が割と限
定的なのに対して、デジタル庁というのは、各省
庁とか自治体の情報システムの標準化とか、そう
いうことにも手を突っ込んでいくという意味では、
もうかなり行政組織とか社会に与える影響が、復
興庁とはまた別の次元で大きく異なるということ
で、そういうところに内閣総理大臣が上に座って
ることが、きちんとした民主的プロセスが内部で
経た上で政策が進められるのかということに、や
や懸念が持たれているというところが問題として
あると言われています。
　このデジタル庁が所掌するのは、デジタル社会
形成のための企画立案ということで、これはデジ
タル社会の形成といったときには、官民も含めた
どういう社会の形成のためにどのような構想・企
画をするかという話なので、自治体にもかかわり
ますけどももう少し大きな話になる。

　次からがすごく大きなかかわりが出てくる部分
で、国・自治体などの情報システムの整備・管理
の基本方針の策定・総括監理をするということに
なりますので、自治体を含む情報システムの整
備・管理について、基本的にはデジタル庁が定め
た基本方針のもとでやります、やってくださいと
いう話にこの先なるということです。
　それからマイナンバー制度の普及ということ
で、これもデジタル社会を形成するためには、マ
イナンバー制度を基本インフラとして使おうとい
う発想がずっとあります。なので、これについて
普及をさせていくということで、具体的なところ
で、マイナンバーカードの普及というのが今大き
な課題になっているということで、当面はその普
及をさせながら、情報インフラとしてマイナンバ
ー制度をデジタル社会の中で、官民も含めて使え
るようなものに転換をしていくというようなこと
が、おそらく目指されているというふうに考えて
いいかなと思います。
　それと情報システムなどの予算の一括計上とい
うことで、これは国の情報システム関連の予算は
一括計上するということになるということですね。
ただ、後でちょっと話しますけれども、情報シス
テムの予算の一括計上という中には、実際に執行
は総務省になるんじゃないかなとは思いますけれ
ども、国が用意したクラウドを使って、国側が用
意した情報システムを使って、基幹的な情報シス
テムについて利用するというようなところには、
おそらく交付金などによって財源措置が一定程度

されるというようなことも出てきますの
で、そういう意味では、この情報システ
ムなどの予算の一括計上といったときに
は、そういったものもこの中に含まれて
くるのかなというふうには思います。
　進められるのは情報システムの標準化
と情報システムのクラウド化というもの
ですね。それからデータの標準化、そし
てマイナンバー制度の普及というものの
中には、実はその情報の外部連携基盤の
整備と。マイナンバーの制度なんかが典
型なんですけども、今どっか１カ所に個
人情報集めて一括管理をするという考え

デジタル庁とは何か？

◦2021年9⽉に発⾜。内閣総理⼤⾂が主任⼤⾂
◦所掌するのは、①デジタル社会形成のための企画
⽴案、②国・⾃治体などの情報システムの整備・
管理の基本⽅針の策定及び総括監理、③マイナン
バー制度の普及、④情報システムなどの予算の⼀
括計上と配分など
◦進められるのは情報システムの標準化、クラウド
化、データの標準化、外部連携基盤の整備、ベー
スレジストリーの整備 など
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方というよりは、分散してあちこちにある情報を、
個人情報を情報連携基盤というものを通じて、必
要に応じて特定の個人ごとに集約をしていくと。
　情報を連携させて集約をしていくというような
個人情報の利用の仕方というものを、マイナンバ
ー制度は前提にしていたりとかしていまして、こ
れはこの先、個人情報の利用の基本におそらくな
るだろうというふうに今考えられているんですね。
なので、その情報の外部連携基盤という、あちこ
ちに分散している情報を特定の例えば個人に関連
して、必要な範囲を集約するというふうに情報を
連携させていくような基盤というものの整備を、
デジタル庁を中心にしていくということですね。
　マイナンバー制度のこの情報の連携基盤とい
うのは、一応総務省が所管で、実際にやったの
はＪ - ＬＩＳということになっていますけれども、
そういう情報連携基盤なんかもデジタル庁のほう
で、この先整備を進めるということになるという
ことですよね。
　それから、ベース・レジストリーの整備という
のは、これは登記簿とかそういう公的な公証制度
というのがありますけれども、そういう情報を機
能も含めて利用しやすいように基本的なデータベ
ースを整備していこうということが以前から議論
されてきています。すぐにそこまでいくとは思わ
ないんですけれども、当面は不動産登記簿のベー
ス・レジストリー化を目指すと。最終的には、住
民基本台帳もこういうベース・レジストリーの中
に入れていきたいというようなことがされている
ということですね。
　ですので、デジタル庁というと、デジ
タル情報システムとかデジタルの基盤整
備というだけではなくて、デジタル技術
を使ったデータの利活用みたいなものが、
デジタル庁のミッションの中にも入って
くるというふうに考えておいたほうがい
いというふうに思います。

情報システムの標準化・
クラウド化の推進

　それと、地方公共団体情報システム標準化法と
いう法律があります。これはその自治体ごとに共
通して処理する業務というものがあります。典型
的なもので言うと、住民基本台帳みたいなものが
そうです。そういうものについては、統一的な基
準に適合するもので、政令で定めるものの情報シ
ステムの標準化とクラウド化を推進。要は、これ
まで自治体ごとにそれぞれ調達をして、それぞれ
の情報システムで基幹的なデータベースとか、そ
ういうものを整備をしてきたということになりま
すけど、それについての情報システムを標準化す
るということと、今だとそれぞれの自治体ごとに
サーバーを契約していたりとか、場合によっては
自治体の規模によっては自前のサーバーを持って
いたりということがありますけども、そういった
ものについても、政府が用意したガバメントクラ
ウドというところに、そもそも情報システムを装
備しておいて、そこでそれぞれの自治体の基幹的
な、例えば住民基本台帳の管理というようなもの
ができるようにしようというようなことを想定を
しているということです。
　自治体に対しては、情報システム標準化の推進
施策を総合的に講ずる責務を課すということで、
標準化について推進するための施策を用意してく

地⽅公共団体情報システム標準化法

◦⾃治体共通の処理内容で、統⼀的な基準に適合する
もので、政令で定めるものの情報システムの標準化
とクラウド化を推進
◦⾃治体に対して、情報システム標準化の推進施策を
総合的に講ずる責務を課し（3条）、基本⽅針の策
定を義務化（4条）

6



− 7 −

ださいということと、基本方針の策定を
義務化というふうに定めているというこ
となんですけど、これが自治体の情報シ
ステムで何が基本条件になっているかと
いうことで、各自治体共通のものですね。
　ただ、先ほどその自治体ごとにその標
準化の総合的推進をしなさいということ
になっているんですけども、標準化の基
準とか共通する基準というのは国が定め
るということになっていて、自治体の情
報システムはそれに適合していなければ
ならないということになりますので、先
ほど言った自治体が推進する標準化の施
策というものは、国の基準に適応した範
囲でやってくださいということになりま
すので、この標準化とか情報システムの
基本的な構成・構築・構造のようなもの
は、基本は国が示したものに沿ってやっ
てくださいということになるということ
ですね。
　情報システムの標準化・クラウド化を
進めて、国の仕様で、国が有した枠組み
でやるところは、財源措置になるという
ことが見込まれているということになっ
ているわけです。詳しい情報システムの
標準化・共通化については、総務省のホ
ームページにかなりの量の情報が載って
いますので、関心がある方はそちらをご
覧いただければと思います。
　それで、情報システムの標準化・共通
化ということが、実際には何と言うんで
すかね、システムをどうつくるかという
問題だけにとどまらないという意味で、
自治体としてそもそも自治の考え方とい
うものが変わるんじゃないかということ
も議論されている背景は、そもそも情報
システムに沿った業務プロセスになるということ
なんですね。
　情報システムというのは、単にシステムという
よりも大体業務上こういうものが必要であるとか、
こういうプロセスで業務処理をしているので、そ
れに沿って情報システムを構築するというような

ことで、完全に業務プロセスと切り離して、情報
システムって勝手にできるということにはならな
いと思うんですね。なので、情報システムそのも
のが標準化・共通化されると、標準化・共通化さ
れたシステムに沿った業務プロセスに、おそらく
変わっていくことになるだろうということが１点

地⽅公共団体情報システム標準化法

◦標準化の基準（6条）、共通する基準（7条）は国が
定め、⾃治体の情報システムはそれに適合していな
ければならない
◦情報システムの標準化、クラウド化を進め、国の仕
様で進めるところに財源措置となる⾒込み
◦⾃治体情報システムの標準化・共通化については↓
https://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/chiho/jichitaijoho_system/i
ndex.html

8

7

情報システムの標準化・共通化

◦情報システムに沿った業務プロセスになる
◦作成・取得する情報が標準化される
◦標準化・共通化で情報連携を⾏いやすくなる
◦標準化・共通化の基準を策定するところ（デジタル
庁）が主導性を持つ
◦標準化・共通化によりセキュリティ対策や改修を⼀
律に⾏いやすいが、セキュリティ上の問題が解消さ
れる前の被害は⼤きくなる

9
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起こり得ることということになります。
　それと、その標準化・共通化情報システムとい
うのは、作成・取得される情報が標準化されてく
るということになるんですね。それはデータ形式
もそうですし、データ項目も含めて一定の標準化
がされるということになるんです。そうすると、
共通の形式で標準的なデータがいうことは、実は
その組織とかいろんなものをまたいだ情報連携を
行いやすくなるという、基盤整備ができるという
ことなんです。なので、情報システムを標準化・
共通化することによって、業務プロセスも標準化
されて、データも標準化されて、そうすると、自
治体をまたいだ情報連携とか、官民をまたいだ情
報連携というものはより行いやすくなるというこ
とになってくるということですね。
　ですので、標準化・共通化の基準を策定すると
ころが一定の主導性を持つということになるわけ
で、今のところそれがデジタル庁ということにな
りますけれども、自治体の場合は、デジタル庁は
地方自治の専門ではないというところがあります
ので、総務省のほうでここの標準化・共通化につ
いては、仕様の策定などは、自治体なども交えて
検討しているというのがこれまでの流れというこ
とになります。
　ですので、情報システムの標準化・共通化とい
うのは、これからちょっとどのように進捗するの
かということ次第でもあるんですけども、一定の
自治体の業務に影響を与えることになるというこ
とと、こういうデータを巡る主導性が一定程度国

の方針に従わざるを得ないということになってく
ると、そのデータを主体的に作成・維持していく
というようなところで、その自治体の主導性みた
いなものがもしかしたら弱くなるかもしれないと
いうことが、問題点というか、課題として挙げら
れるだろうということになります。
　これはもしかしたら釈迦に説法になるかもしれ
ませんが、こうした流れというのは、デジタル改
革というのはこの数年急に出てきたというか、特
に新型コロナ禍によって出てきたという、社会的
に認知されるようになったというところがありま
すけども、その流れとしては、ずっと脈々と続い
てきた中にあるということが言えるだろうと思っ
ています。
　流れとしては、電算化から始まって電子化、デ
ジタル化で、今デジタル改革と言ってるのは、こ
のデジタル・トランスフォーメーションというも
のに当たるだろうというふうに言われてるんです
ね。電算化というのはコンピュータシステム、大
型汎用コンピュータを導入して、手処理から電算
処理へ移行するというプロセスを電算化というふ
うに、かつてそういうふうに呼んで進めてきたと
いうことです。住民基本台帳が大型汎用コンピュ
ータで電算処理されるようになったというのが
1970年代ぐらいからだと思うんですけども、それ
まで手処理だったものを電算処理をする。入力を
して、大型汎用コンピュータの中で管理をする、
メンテナンスをしていくというようなことから始
まったということです。

　その後に電子化というものが進められ
ていて、マニュアル情報の電子データへ
の置き換えということですよね。これは
紙の情報を電子データに置き換えていく
というプロセスがあったということです。
これは1980年代、まぁ90年代ぐらいから
進んでいたと言っていいのかなと思いま
すけれども、それまでマニュアルで処理
していた情報なので、非常に雑な言い方
ですけども、紙文書をＰＤＦに置き換え
ていくとか、紙文書を電子情報として保
存していくとか、そういうものに置き換
えていくというようなものを電子化とい

⼤きな流れ

電算化 電⼦化 デジタル
化

DX

10

電算化 コンピュータシステム（⼤型汎⽤コンピュータ）の導
⼊、⼿処理から電算処理へ移⾏

電⼦化 マニュアル情報の電⼦データへの置き換え

デジタル化 業務プロセスをデジタルにしてオンラインに移⾏

DX デジタル技術を使って業務や仕組みなどの再構築を含
むもの

デジタル・トランス
フォーメンション

⼤きな流れ

電算化 電⼦化 デジタル
化

DX

10

電算化 コンピュータシステム（⼤型汎⽤コンピュータ）の導
⼊、⼿処理から電算処理へ移⾏

電⼦化 マニュアル情報の電⼦データへの置き換え

デジタル化 業務プロセスをデジタルにしてオンラインに移⾏

DX デジタル技術を使って業務や仕組みなどの再構築を含
むもの

デジタル・トランス
フォーメンション
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うふうに言ったりします。
　デジタル化というのは、業務プロセスをデジタ
ルにしてオンラインに移行していくようなプロセ
スを指すことが多いです。これはどういうことか
というと、行政手続のオンライン化というのが
2000年代の前半から始まっていきます。国は2003
年から行政手続オンライン化されるようになって、
自治体も一部の手続がオンライン化されていると
思うんですね。そういったものなんかも典型なん
ですけども、紙とかで処理していたもの、手続と
か申請とか、業務プロセスをそのままデジタルで
同じことができるようにしていったというのが、
デジタル化という流れになるわけなんですよね。
なので、これは手処理でも同じことができる。デ
ジタル化は、その手処理でやっていたことを、デ
ジタルでも同じようにできるようにしましたとい
うところになるわけなんです。
　それでデジタル・トランスフォーメーションと
いうのは、このデジタル化と少し異なるところが
あって、デジタル技術を使って業務や仕組みなど
の再構築を含むものというものなんですね。デジ
タル化が、手処理で行ったりとかしていたものを
そのままオンラインでできますということなので、
やってることは基本的にはオンラインでもオフラ
インでもおなじことをするということにはなるわ
けです。
　デジタル・トランスフォーメーションというの
は、その同じ業務をするにしてもデジタル技術を
使って、手処理とかオンライン申請を個人が入力
していくとか職員が個々に入力していく
とか、データを追加していくというもの
とは異なって、そもそも技術を使って同
じことをもっと効率的に、仕組みとか業
務そのものを再構築をしてできるように
しようということです。
　ここに至るにはいろんなプロセスがあ
るとは思うんですけども、同じことをで
きるんではなくて、同じことをするにし
ても技術を使ってプロセスを再構築して
しまおうというのが、このデジタル・ト
ランスフォーメーションということにな
るということで、今デジタル庁が目指し

ているというか、政府や国が目指していることと
いうのは、このデジタル化からデジタル・トラン
スフォーメーションまでの一連の流れを、一気に
押し進めようということになろうかと思います。
　ただ、このデジタル・トランスフォーメーショ
ンというところまで至るには、それなりにいろん
な意味での構想力は必要ということになってくる
ので、当面はデジタル化を進めるというところで
まず進められるんだろうと思いますけども、デジ
タル化が進んで情報システムの標準化などが進ん
でくると、その従来の業務プロセスなどの再構築
をするというようなところにまで、物事が進んで
くることになる可能性があるかなと思います。
　このデジタル・トランスフォーメーションなん
かが念頭に置かれてできているのがあのスーパー
シティの構想で、あれなんかはこのデジタル・ト
ランスフォーメーションというものを目指して、
各自治体が特区を使ってやっていこうというよう
な話になっているということで、全く遠い将来の
話ではなくて、一応そういうものを試みていると
いうところがあるかなと思います。

情報システムの標準化に向けた流れ

　これまでの大まかな流れということで、どんな
流れの中でさっきのような話が進んできたかとい
うことを、時系列でどんな制度の改正とかがあっ
たのかということをまとめてみています。ただ、

これまでのおおまかな流れ

1988年 ⾏政機関の保有する電⼦計算機処理に係る個⼈情報の保護
に関する法律制定

1999年 住⺠基本台帳法改正（住基ネット）
2000年 ⾼度情報通信ネットワーク社会形成基本法制定
2002年 住基ネット第1次稼働（第2次稼働は2003年）
2002年 ⾏政⼿続オンライン化法制定
2003年 個⼈情報保護法、⾏政機関個⼈情報保護法等制定
2004年〜 ⾃治体での基幹システムのオープン化が進み始める
2013年 マイナンバー法制定
2014年 デジタル・ガバメント閣僚会議設置
2015年 個⼈情報保護法改正（個⼈データ利活⽤へ）

11
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これですべてではなくて、主たるものというふう
にご理解いただければいいかなと思います。
　やっぱり端緒は、住民基本台帳法の改正ですね。
住基ネットの導入を決めた1999年のあの改正とい
うものが、やっぱり今に至る流れの基盤になって
いるということです。住基ネットそのものは、マ
イナンバー制度ができても存続は当然していまし
て、住基ネットの住民票コードをもとにマイナン
バーというのは生成をされてますので、住基ネッ
トは残っていますし、住基ネットはマイナンバー
と違って、全データのダウンロードが実はできる
という仕様になっていますので、年金などの一斉
の住所確認とか本人確認情報の更新とかというの
は、そういう一括ダウンロードを使ってやったり
とかするんですよね。だから、これは行政の内部
利用のためにそもそも残っていくんだろうと思わ
れるものです。
　それに加えてマイナンバーが今できてるわけで
すけど、今のデジタル改革の流れというのは、具
体的な制度の改正・改定ということで言えば、こ
の住基ネットの導入というものが最初の一番大き
な端緒なのかなと思います。
　2002年にオンライン化法というのは国が制定さ
れて、2003年ぐらいからオンライン手続ができる
ようになったりとかいうことが行われるんですけ
ども、自治体の関係で言うと、2000年代の前半ぐ
らいにおそらく皆さんの中でご経験がもしかした
らあるかもしれませんけども、基幹システムを汎
用コンピュータからオープン化をするという流れ
が、2000年代前半ぐらいから特に総務省
を中心に旗が振られて進み始めるという
ことが起こります。
　住民基本台帳は住民基本台帳の汎用コ
ンピュータがあり、税とかは税でまた別
にあるというような、その汎用コンピュ
ータである程度独立した閉鎖的なシステ
ムで、基幹的なシステムは維持・管理し
ていたということが、今もそういう状態
のところあると思いますけども、ありま
した。
　そうしますと、同じ住民の情報でもそ
の情報システム上ばらばらに管理がされ

ているということとか、その汎用コンピュータの
維持・管理というのはかなりコストがかかるとい
うことで、統合データベースにして、それぞれの
業務領域に応じてアクセスできるデータの範囲を
制限するという、基幹システムの統合データベー
ス化というのをオープン化という表現の仕方をし
ているんですけども、そういうのが進み、本格的
に進んでいるということが報告をされたりとか、
例がたくさん出てくるのが2004年頃からです。
　なので、自治体内では、既にデータベースとし
ては、基幹的なものは統合しているところがある
ということですね。全部のところがやっていると
は申し上げませんけども、そういうことをしてい
る自治体が、2004年ぐらいから報告が多く事例と
してされるようになってきたということで、その
データそのものは自治体内では、一定程度の標準
化とか統合化というのが、事実上されてきている
ということになっているわけなんですよね。
　2013年にマイナンバー制度ができて、これ以降、
デジタル・ガバメントとかデジタル化ということ
が盛んに議論されるようになってくるということ
です。
　その中で自治体の関係で言うと、2018年から総
務省で自治体戦略2040構想研究会というものが、
第１次報告・第２次報告というのをとりまとめて
まして、2040年問題というのは、これも自治体関
係者の方ですとよくご存じだと思うんですけども、
団塊世代ジュニアが65歳を超えてくるのが2040年
からということで、超高齢化社会に突入してしま

これまでのおおまかな流れ

12

2015年 マイナンバー法施⾏（個⼈番号附番）
2016年 ⾏政機関個⼈情報保護法等改正（個⼈データ利活⽤へ）
2016年 官⺠データ活⽤推進基本法制定
2017年 次世代医療基盤法制定

2017年 世界最先端デジタル国家創造宣⾔・官⺠データ活⽤推進基
本計画

2017年 マイナポータルの開始
2018年 デジタル・ガバメント実⾏計画（初版）
2018年 マイナンバー制度の情報連携ネットワークの運⽤開始
2018年 総務省⾃治体戦略2040構想研究会第1次・第2次報告
2019年 総務省スマート⾃治体研究会報告書
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うということに対して、従来の自治体の
運営とか従来のような政策運営で、そも
そもそういう超高齢化社会が乗り切れる
かという問題があるということで、そこ
を2040年を目標に、それまでにどんな準
備をするかとか何をするかというような
検討が、2018年頃から総務省の中では行
われていて、１次報告・２次報告という
のが2018年に出てきて、これを受けた形
で2019年に、総務省スマート自治体研究
会というものが報告を出しているんです
ね。
　この２つはいろんなこと書かれている
んですけど、もう既にこの中で自治体の
情報システムの標準化というのは、１つ
の実施すべき項目ということで、あの提
言の中に出されてきていたということが
あります。
　それで、実際にさっきのような研究会
のようなところだと政策として進まない
んですけども、2020年に第32次地方制度
調査会で2040年問題を念頭に置いた答申
が出ていて、この中で情報システムの標
準化というものの方針が明示をされて、
それに基づいて、先ほどお話しした情報システム
の標準化に関する法律が今回出てきているという
ことになるわけなんです。その情報システムの標
準化というものについては、総務省の中で検討は
進められていて、2020年に住民記録システム標準

仕様書というのの最初のバージョンというものは、
もう公表されているということになりますので、
具体的な情報システムの標準化に向けた作業とい
うものは進んできているということになるわけな
んです。

　なので、その大きな流れで言うと、い
ろいろと制度改革とか制度改正とか法制
定を通じて、今のデジタル改革を進める
基本的な基盤みたいなものは、少しずつ
できてきていたというふうに考えてみた
ほうがいいというふうには考えています。
　その中で最近出たのが、自治体デジタ
ル・トランスフォーメーション推進計画
というものを総務省が策定をしていて、
どんなことを重点取組事項としてやって
るかということなんかも、次に総務省の
資料をそのまま引っ張ってきてますので、
関心がある方はぜひご覧いただければと

これまでのおおまかな流れ

13

2019年
デジタル⼿続法（⾏政⼿続オンライン化法の改正）制定。⾏
政⼿続はオンライン⼿続を原則。デジタルファースト、ワン
スオンリー、コネクテッド・ワンストップ）

2020年 スーパーシティ法成⽴

2020年
第32次地⽅制度調査会「2040年頃から逆算し顕在化する諸
課題に対応するために必要な地⽅⾏政体制のあり⽅等に関す
る答申」

2020年 IT新戦略「世界最先端デジタル国家創造宣⾔・官⺠データ活
⽤推進基本計画」改定。1年以内の集中整備

2020年 総務省⾃治体システム等標準化検討会（住⺠記録システム等
標準化検討会）「住⺠記録システム標準仕様書【第1.0版】」

2020年 デジタル・ガバメント実⾏計画改定

2021年 総務省「⾃治体デジタル・トランスフォーメーション
（DX）推進計画」策定

15

14総務省「⾃治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」概要
https://www.soumu.go.jp/main_content/000727132.pdf
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思います。
　基本的に予算措置なども含めてやっていきます
ので、抽象的な計画というよりも、一応その予算
をとった上でこういうことやるつもりでいますよ
というようなことなんかもありますということで
す。
　大きな流れとしては、個人情報の効率的管理・
利用のための制度整備というのは、住基ネット→
マイナンバーという流れでできてきていたという
ことですね。自治体に対しては、その効率的な管
理・利用ということも含めて、基幹システムの統
合データベースへの移行を促してきたという経緯
が国側としてはあるということです。
　それから、行政手続のオンライン化というのを
自治体・国ともに進めてきたということで、その
手続きはオンラインでできますというところから、
あなたが使える行政サービスとか申請は
こういうものですよというプッシュ型を
デジタルで行うということで、マイナン
バー制度の中でできてくるマイナポータ
ルというもので、そういうふうに必要な
ものが個別最適化されて分かるようにな
りますよということで、個人の利便性を
強調するという流れがマイナンバー制度
の中で明確になってきたということです。
　個人情報保護法制を整備することによ
って、個人情報の有用性への配慮を条件
に個人情報を守りますという、そういう
法制を、ちょっと後で話しますけども整

備を進めて、個人データの利用というも
のを進めようということで制度整備が進
んできているということで、最終的には
DX（デジタル・トランスフォーメーシ
ョン）によるデータ駆動型社会への転換
を目指すというようなことを、大きな枠
としては目指してきたというふうに言え
るかなと思います。

デジタル化による利便性の陰で
我々が失っているもの

　ただ、デジタル改革そのものは、先ほど冒頭で
もお話がありましたとおり、絶対に嫌だという人
もいると思うんですけども、多くの場合は、いや、
必要だよねと思いつつも、何かもやもやしている
というところがあるというのが印象かなと思いま
す。デジタル改革に関しては、今必要かどうかと
か、今の私たちがいいと思うかどうかというより
も、2040年問題というのは否が応でも来る問題と
いうことで考えると、そのデジタル技術を使わな
いという選択肢は、おそらくもうないんだという
ふうに考えるべきだと思うんですね。
　なので、必要性も分かるし、民間のサービスの
利用に多くの人が慣れてきていると、慣れている
ということで考えると、民間はこれができるのに
何で行政これできないんだっていう話は、おそら
く声としては強くなってくるだろうというふうに

⼤きな流れ
◦個⼈情報の効率的管理・利⽤のための制度整備（住基ネッ
ト→マイナンバー）
◦⾃治体に対しては基幹システムの統合データベースへの移
⾏を促す
◦⾏政⼿続をオンライン化（国・⾃治体とも）から、⾏政
サービスのプッシュ型をデジタルで⾏う（マイナポータル。
個⼈の利便性を強調）→個別最適化
◦個⼈情報保護法制の整備を「個⼈情報の有⽤性」への配慮
を条件に進める（→個⼈データ利⽤）
◦DXによるデータ駆動型社会への転換を⽬指す

16

そして多くの⼈がもやもやしているのは…

◦個⼈情報やデジタル技術の利⽤推進による利便性の
向上が強調されるばかりで、負の影響への対応をど
う⾏っているのかがよくわからない
◦便利になることと引き換えに何かを失っているのかも？

◦個⼈情報やデジタル技術の利⽤推進による利便性を
強調されても、社会政策が良くなるとは思えない
◦デジタル改⾰が進んでも、別に年⾦の⾦額が増えるわけでは
ないし、定額給付⾦が給付されるようになるわけでもない

17
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は思われるんですけども、一方で、例えばマイナ
ンバーカードというのは、今普及率30％を超えて
ますけれども、マイナポイントというキャッシュ
レス決済とマイナンバーカードを使った連携を１
つのキャッシュレス決済とすると、最大5,000ポ
イント、5,000円のキャッシュバックがあるとい
うキャンペーンをして、マイナンバーカードの普
及を政府は目指して、それによって確かにマイナ
ンバーカードの発行は増えたんですけども、それ
でも30％ちょっとの人しかカードを持たないとい
うのは、結構単にお金の問題じゃないとか、経済
的利益の問題だけじゃないっていうところがある
のかなとは思うんですよね。
　やっぱりいろんな方とお話をしていて思うのは、
個人情報やデジタル技術の利用推進による利便性
の向上が強調されると。こんなにいいことが起こ
りますよということを強調される一方で、その負
の影響への対応をどう行っているのかというのが
実はよく分からない。利便性の向上だけを強調し
ても、いろんな技術を使ったりとか、新たなシス
テムを使うことによって負の影響というのはある
だろうと。そこに対してどういう手当をしている
のかとか、どう対応しているのかということが実
はよく分からなくなっていると。
　個人情報を守りますよとか、適切にセキュリテ
ィ対策を行って、適切な運営がされますよという
ふうに言われても、その負の影響に対してどうい
う評価をした上で、何をしているのかというのが
実はよく分からないというところがあります。特
に情報システムに関しては、あとデジタル技術と
かに関しては、やはり技術的なこととか詳細が分
かる人というのは社会に少数しかいないというこ
とで、多くの場合はよく分からないけれども、政
府が言っていることを信用できるかどうかという
ところでおそらく評価が分かれてくるという、そ
ういうレベルの問題であると思うんですよね。
　なので、便利になることと引き替えに、何かを
失っているかもしれないということを思うわけで
す。行政機関関係ないですけども、おそらく皆さ
ん、よくお聞きになると思いますよ。GAFA っ
ていうプラットフォーム事業者がいます。Google
とか Apple、それから Facebook とか、そういう

ところですね。ああいうところは無料でプラット
フォーム自体は使えるわけです。アカウントをつ
くったりとか、基本的なサービスは利用できるん
ですけども、そのサービスを利用するプロセスで、
私たちの基本的な、例えばオンライン上の行動が
トラッキングをされて、個人情報として大量集積
をされて、それをもとに巨大な収益を彼らは生み
出すという構造になるわけですね。
　例えば Google とか Facebook みたいなものも
大変便利ですし、一度使うとなかなかやめられな
いという意味での利便性とか楽しさがある一方で、
いろんなネガティブなインパクトも、社会にもた
らしているということは多くの人がもう知ってる
わけですよね。なので、利便性とか楽しさという
ものだけが強調されても、実際にはそれだけで済
まないということは、これは多くの人は理解をし
ている状況にあるというふうに考えていいだろう
と思います。
　ですので、その GAFA と同じことが公的機関
でできるかどうかということはちょっとまた別問
題にしても、デジタル技術とか個人情報の利用推
進ということによる利便性の強調というものが、
そんなに説得力を持っていない可能性はあるとい
うことは考える必要があるかなと思ってます。
　それと、個人情報やデジタル技術の利用推進に
よる利便性を強調されても、社会政策が良くなる
とは思えないとなるわけですね。端的に言うと、
別に個人情報やデジタル技術の利用は推進して便
利になったからといって、年金の金額が増えると
か、年金の支給開始年齢が引き下がるとか、そう
いうことはないわけです。
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　あとは新型コロナの問題に関しても、
定額給付金は給付が決まった後のデリバ
リーの部分ですね、それを配付してい
く。実際に支給をしていくという場面で
は、デジタル技術というのは、一定の貢
献はするだろうというふうには考えられ
るんですけども、定額給付金そのものが
勝手に決まって配られてくるってわけで
はないわけですね。あくまでも定額給付
金とか年金については、別の政策判断と
かがあった上で、それを執行する場面で
は、個人情報デジタル技術というものは、
一定の役割を果たすだろうということに
なるわけなんです。
　言い替えると、効率的に情報が管理されるよう
になると、逆に政策がいい方向に転がるとは限ら
ないと。より効率的にいかにコストをかけずにい
くかとか、あるいはどこを削れるかという議論に
転換していく可能性も当然あるわけなんですね。
なので、デジタル技術の利用とかデジタル改革と
いう中身というのは、その社会保障とか福祉政策
に関して、その政策を良くするということとリン
クをしているわけでは必ずしもないと。
　逆に削り込まれる理由になりかねるということ
もあるわけなので、実際の社会政策の部分の質を
上げていかないと、実際にはこの技術の利用とか
個人情報の統一的な利用というものは、おそらく
私たちが期待しているものと別の問題というか、
別の状況を生み出してしまう可能性があるという
ことがあるということですね。なので、心配なん
だけども必要だと思うけども、でもやっぱり心配
だよねっていうもやもやした感じは、多くの人が
持っているかなというふうに思います。

デジタル社会の目指す社会像

　それで、政府はデジタル社会で何を目指すとし
ているかと言うと、目指す社会像としては、一人
ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことが
できる社会を目指すということです。ですので、

「一人ひとりのニーズに合ったサービス」という

のは、一人ひとりの状況がよく把握・管理・集積
されている状態ということであるのと、一人ひと
りの状況に関する個人情報が効率的に利用されて
いる状態ということになるわけなんです。
　もちろん今、デジタル技術を使わなくてもそれ
ぞれの住民の人が必要な支援とかが得られるよう
に、それぞれに合った、それぞれのニーズに合っ
たサービスとか支援を提供するということは実際
やってるわけですけども、それをデジタル技術を
使って効率的に行うということになると、それは
本人のニーズから出発するというよりも、その人
がどういう状態かということを把握・管理した上
で、あなたはこういうものが対象ですってプッシ
ュ型のサービスに転換をしていくということです
よね。なので、よく個人情報が把握・管理・集積
をされている状態ということが、この一人ひとり
のニーズに合ったサービスの前提にあるというわ
けなんです。
　それで、その一人ひとりの状況がよく把握され
ている、管理されているという状態は、例えば行
政サービスに限定した範囲で利用されていれば、
大変便利ですとか個人の権利を強化するというこ
とになるわけですけども、目的が変わると、一人
ひとりの状況がよく把握・管理されているという
ことは、個人を追跡・管理することも監視するこ
とも容易になるということになりますので、最終
的にはやはりどういう目的で技術を使うのかとか、
個人情報を使うのかということが非常に実は重要
なポイントになってくるということになるわけな

デジタル社会で何を⽬指す？

◦⽬指す社会像
◦「デジタルの活⽤により、⼀⼈ひとりのニーズに合ったサー
ビスを選ぶことができ、多様な幸せが実現できる社会」をポス
トコロナの新しい社会として提⽰
2020年12⽉の閣議決定「デジタル社会の実現に向けた改⾰
の基本⽅針」

◦「⼀⼈ひとりのニーズに合ったサービス」とは⼀⼈ひ
とりの状況がよく把握・管理・集積され、効率的に利
⽤されている状態
◦⾏政サービスの提供に限定してデジタルの活⽤をすれば利便性、
それ以外の⽬的に拡充されると、個⼈の監視が容易になる

18
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んです。
　ですので、デジタル技術と個人情報ということ
で言うと、デジタル技術の利用は不可避であると
いうことで、問題は進め方とどう使うかというこ
とが大きな課題だというふうに考える必要がある
ということです。デジタル技術というのは、これ
あくまでも手段なんですよね。技術そのものは、
行政サービスで使うものと監視活動、大量監視活
動で使うものというのは、技術的にはそんなに大
きな違いがあるというわけではないと思うんです
ね。ですので、その際というのは、技術をどうい
う目的で利用するかという目的の違いによって、
その意味とか効果とか、私たちに与える影響が変
わってくるということになるだろうと思います。
　これは実は個人情報も同じなんですね。例えば
利用者サービスによって使う個人情報も監視活動
で使う個人情報も、同じ個人情報が両方
で使えるということになるんですよね。
ですので、個人情報も実は利用目的で利
用・提供を制限することで、実は取り扱
いが絞られているというところに依存し
て制度が成り立っているということなん
です。なので、その利用目的が変わるこ
とによって、監視活動にもなるし個人の
権利保障にもなるという側面があるとい
う意味で、デジタル技術と個人情報とい
うのはいずれもどのような目的でそれを
使うのかというところと、その目的を民
主的に統制できるかということが、大き

なポイントになってくるだろうというふ
うに考えています。

整備法による
自治体の個人情報保護制度への

影響

　それで整備法という話に少し入ってい
きたいんですけども、デジタル改革関連
法の中に入っている法律で、その整備法
の中に個人情報保護法の抜本改正という
ものが含まれているということなんです。

整備法自体は新たな法律の制定とかあるいは改正
が行われることによって、条文のずれとか、そう
いうものの跳ね返り改正のようなものをするため
の内容というものが主たる内容になってるんです
けども、今回の整備法は、個人情報保護法の抜本
改正というのが含まれていましたということです。
　新旧対照表でいうと600ページ以上あるんです
けども、そのうちの３分の１くらいが実は個人情
報保護法の抜本改正の内容なんですね。改正内容
というのが、これが自治体にかなり大きな影響が
ありまして、自治体を含む個人情報保護法制の一
元化というものをしています。ですので、今自治
体ごとに個人情報保護条例というものがあります
けれども、これ自体が平井大臣の国会での答弁に
よると、リセットされるという言い方をされてい
ました。今の自治体の個人情報保護条例が事実上

デジタル技術と個⼈情報

◦デジタル技術の利⽤は進めるべきではない？
◦デジタル技術活⽤は⾏政でも進むが（不可避）、進
め⽅とどう使うかが課題
◦デジタル技術は⼿段。⾏政サービス等で使うデジタ
ル技術と監視技術の差異は利⽤する「⽬的」の違い。
個⼈情報も同じで、利⽤⽬的で利⽤・提供を制限す
ることで、監視にもなるし個⼈の権利保障にもなる
◦重要なのは、「利⽤⽬的」を⺠主的に統制できるか

19

整備法

◦他のデジタル改⾰関連法による関係法令の整理のた
めの改正と政策的法改正の両⽅を含む
◦政策的法改正の主要なものが、個⼈情報保護法の抜
本改正（整備法新旧対照表600ページ以上あるが、1/3くらい
を占めている）
◦改正は、⾃治体を含む個⼈情報保護法制の⼀元化。
主眼は…
◦⾃治体ごとに異なる個⼈情報保護に関する規制の⼀元化
◦個⼈情報の匿名加⼯化による官⺠での利活⽤を進めること
（官⺠データ活⽤推進基本法）

20
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の廃止になって、一元化された法制の内容に合わ
せた条例につくり替えられていくということが、
この先起こるだろうということです。
　ですので、主眼は、その自治体ごとに異なる個
人情報保護に関する規制を一元化するということ
と、あとでちょっと時間があったら触れ
ようと思いますけども、個人情報匿名加
工という基本的に誰かを識別できない形
にデータを加工して、事業者も利用でき
るようにするという仕組みがあるんです
けども、これは自治体が個人情報保護条
例で具体的な規定を設けないと実はでき
ないんですけども、自治体がこの間、国
が旗を振ってもあまり条例改正をしなか
ったという経緯があるんですね。なので、
一元化をすることによって個人データの
利活用が進めやすいということで、この
一元化ということが今回実行されること
になったということです。
　大きな枠組み改正としては、現在は法
律制度が複数に分かれているということ
で、国だと行政機関個人情報保護法とい
う国の行政機関を対象にした法律があり、
独立行政法人等個人情報保護法は、独立
行政法人とか一部の特殊法人ですね、独
立行政法人の中には国立大学とか国立病
院機構とか、そういったものが含まれて
いるということになります。
　それ以外のものについては、民間対象

の個人情報保護法というものでカバーを
されているということになります。そし
て、自治体ごとに個人情報保護条例が制
定をされているという状況から、改正後
は、個人情報保護法って民間対象の法律
に行政機関個人情報保護法の規定を追加
をするという形で、一緒にまとめたとい
うことになるんですね。それと国立大学
法人とか病院とかそういったものは、公
的な機関に課される個人情報取り扱いに
関する規制ではなくて、一部を除いて民
間と同じ規律にしますということになり
ました。そして自治体は、国の法律、国

の行政機関個人情報保護法の規定と同じ規律を適
用しますという改正になったということです。
　実はこの改正によって、地方議会が適用除外に
なっちゃったという問題はあるんですね。自治体
の個人情報保護条例ですと、地方議会が適用対象

個⼈情報保護制度の⼤きな枠組み改正点

21

現⾏
• ⾏政機関個⼈情報保護法
• 独⽴⾏政法⼈等個⼈情報保護
法

• 個⼈情報保護法（⺠間）
• 各⾃治体の個⼈情報保護条例

改正後
• ⾏個法の規定を個⼈情報保護
法に追加

• 国⽴⼤学法⼈、国⽴病院機構
その他学術研究機関、国⽴・
公⽴の医療機関は、⼀部⺠間
と同じ規律に

• ⾃治体は国の⾏政機関と同じ
規律を適⽤

• 地⽅議会は適⽤除外になる

条例、⾏個法、改正法の⽐較
条例 ⾏個法 改正法

個⼈情報の定義 他の情報と照
合

他の情報と照
合

他の情報と容
易に照合

実施機関に議会 〇 ✕ ✕

直接収集の原則 〇 ✕ ✕

センシティブ情報の
原則収集禁⽌ 〇 ✕ ✕

適正収集義務 〇 ✕ 〇

利⽤⽬的の明⽰ △ 書⾯からの直
接収集時

書⾯からの直
接収集時

オンライン結合原則
禁⽌ 〇 ✕ ✕

23*条例は⽐較的規制のしっかりしているものを
想定。⾃治体条例ごとに異なることに注意

⼤きな枠組み改正での変更

◦改正法は、前半が⺠間対象の規制、後半が⾏政機関等
の規制を規定
◦「⾏政機関等」を「⾏政機関」「独⽴⾏政法⼈等（学
術研究機関等を除く）」「地⽅公共団体」（議会は除
かれている）と定義し、⾃治体を対象
◦「⾏政機関等」の個⼈情報の取扱いについて、⾏政機
関個⼈情報保護法の規制と同じものを適⽤する構造で、
事実上の規制緩和

22
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になっているものが多いんですね。なんですけど
も、国の場合は国会を対象にしてないわけなんで
す。なので、法律が国会が入ってないということ
のとばっちりを受けて、地方議会も除外されちゃ
ったということになりますので、議会が対象外に
なるという大きな枠組み改正というのが
行われるということです。
　その法律自体は、実は185条ぐらいあ
りまして、すごい長い法律になっちゃっ
たんです。ですので、法律そのものを見
たいという方は、前半は民間対象の規制、
後半が行政機関等の規制になっています
ので、後半のほうを見ていただくといい
と思います。それと「行政機関等」とい
う言葉の中に、「行政機関」と「独立行
政法人等」と「地方公共団体」を含むと
いうふうに定義をしていますので、「行
政機関等」と書かれているものは全部自

治体も含まれるというふうに読んでいた
だくということになります。それで、な
ぜこれが自治体に影響が大きいかという
と、国の行政機関と同じ規律を適用する
という構造になっているので、事実上の
規制緩和になってしまったということな
んですね。
　それで、その条例と行政機関個人情報
保護法と改正法の比較ということで少し
整理をしたものがあって、ただし、実際
の条例は比較的規制の厳しいところを前
提にしていますので、そうじゃないとこ
ろもたくさんありますというふうに読ん
でいただく必要があるんですけども、見
ていただくと、条例にはあって行政機関
個人情報保護法にはなくて、改正法にも
ないものというものが、結構あるという
ことが分かっていただけるかなと思いま
す。あとルートが少し違いますよという
ことなんかもいろいろあるということで
す。ですので、これはちょっと後で関心
がある方はご覧いただければと思います。

国と自治体の
個人情報保護に対する考え方

　それで、何が変わるかということで、それぞれ
の規定の問題もあるんですけども、そもそもの考

条例、⾏個法、改正法の⽐較
条例 ⾏個法 改正法

訂正請求* ⾃⼰情報 開⽰請求により開⽰された保有
個⼈情報にのみ可能利⽤停⽌請求* ⾃⼰情報

開⽰請求⼿数料 ✕ 〇（300円） 〇
仮名加⼯情報 ✕ ✕ 〇
⾏政機関等匿名加⼯
情報の定義 ✕ ⾮識別加⼯ 〇

⾏政機関等匿名加⼯
情報の提案募集 ✕ 〇

都道府県・政
令市は義務、
他は任意

審査会の設置 〇 〇 〇

審議会の設置 〇 ✕
（個⼈情報保
護委員会）

25*は⾏個法と同じ⾃治体も多い

条例、⾏個法、改正法の⽐較

24

条例 ⾏個法 改正法
不適正利⽤禁⽌ ✕ ✕ 〇
外国の第三者提供制限 ✕ ✕ 〇
漏えい等報告義務 ✕ ✕ 〇
個⼈情報ファイル保
有事前通知

〇（個⼈情報取
扱業務登録等） 〇 ✕

個⼈情報ファイル簿
作成・公表 ⼈数制限なし 1000⼈ 1000⼈？

開⽰請求（権） 本⼈・法定代
理・

本⼈・法定代
理

本⼈・法定代
理・任意代理

決定期限 15⽇ 30⽇ 30⽇

個⼈情報保護に対する考え⽅の違い

⾃治体条例
• 個⼈情報保護（プライバ
シー）を⼈権的観点から
保護することを制度⽬的
としているものがある

• ⾏政サービスや市⺠⽣活
を⽀える業務を直接実
施・提供している

国の法制
• 個⼈情報の有⽤性に配慮
した範囲で個⼈情報の権
利利益を保護するという
考え⽅

• 市⺠⽣活に関する個⼈情
報を国の⾏政機関はほと
んど扱っていない

26
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え方の違いみたいなものはもともとあるんですね。
特に自治体の場合は自治体ごとに異なりますの
で、みんな同じように論じることはできないんで
すけども、個人情報保護を早くから条例化をして
いたりとか、あとは目の前にいる住民の個人情報
を、どういうふうに取り扱うことが自治体の信頼
性を確保することになるのかというようなことを、
重視している自治体の条例のつくり方というのは、
基本的にはその個人情報保護を人権的観点から制
度目的としているということなんです。
　ですので、その人権的な問題として、個人情報
とかプライバシーの問題というのを捉えていると
いうことが、制度目的上明確になっているという
こととか、あと自治体の場合は、どうしても行政
サービスを市民生活を支える業務を直接実施、提
供しているというところがありますので、目の前
にいる住民に対してどうするかっていうこととか、
あと何かあったときに直接的にいろんな苦情が来
たりとか、あとは地域政治で問題になっ
たりということにもなるわけですので、
そういった観点からやや個人情報の取り
扱いについては、慎重であったりという
ところはあるんですね。
　一方、国の法制は、個人情報の有用性
に配慮した範囲で個人情報の権利、すい
ません、これ個人の権利ですね、個人の
権利を保護するという考え方になってい
るということなんです。あくまでも有用
性に配慮してくださいということが大前
提なんですね。これが一元化された法律
でも、この考え方、制度目的を維持した
上で、実は法改正された中に実際は包摂
されていくということになるわけなんで
す。
　国の場合は、市民生活に関する個人情
報を国の行政機関は、ほとんど扱ってな
いというところがあるんですよね。直接
行政サービスとか市民生活を支える業務
を行っていないというところがあります
ので、実は住民の今の情報をほとんど持
っていないということにはなるわけなん
です。

　一方で、自治体の場合は住民の今の状況を示す
個人情報を持っているということになりますので、
実際に扱ってる個人情報の種類とか質も大分異な
るということがあって、それが制度の目的とか趣
旨にかなり反映されてきたということがあるんで
すね。ですので、これが国のほうに全部合わせる
ということになってしまうということなんです。

自治体が手放す直接収集の原則と
センシティブ情報の収集禁止原則

　自治体への影響ということで言うと、いろんな
ことが変わるんですけども、結果として２つの原
則がなくなるということです。１つが、本人から
の直接収集の原則というものと、センシティブ情
報の収集禁止原則というものになります。
　それで個人情報については、保有（収集）制限

⾃治体への影響

本⼈からの直接収集原則

センシティブ情報の収集禁⽌原則

27

• 個⼈情報保護条例が「リセット」（事実上廃⽌）と政
府答弁。法に⼀元化

• 結果として2つの原則がなくなる

個⼈情報の保有（収集）制限

◦個⼈情報の保有（収集）に当たっては
1. 所掌事務事業の遂⾏に必要な限度で利⽤⽬的を

特定する義務（改正法61条1項）
2. 利⽤⽬的の達成に必要な限度を超えて保有（収

集）することを禁⽌（同条2項）
3. 適正取得義務（同64条。改正法で新規追加）

1〜3はおおむね⾃治体条例と同じ

28
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ということの一般ルール自体は、自治体
も国も共通して持ってるんです。その個
人情報の収集（保有）に当たっては、所
掌事務事業の遂行に必要な限度で利用目
的を特定しなさいと。要は、自治体とか
行政機関というのはその所掌事務ってい
うのが決まってますので、その遂行に必
要な限度で利用目的を特定した上で、個
人情報を集めなさいということです。そ
れと利用目的の達成に必要な限度を超え
て保有してはいけませんということと、
適正な手段でそれを収集・取得をしてく
ださいということの３点というのは、こ
れは共通してあるということになるんです。
　言い替えると、ついでに必要だったと思うもの
を集めたりとか、そんなことだめですよとか、業
務に必要な限度を超えて集めた場合は違法ですよ
ということになるんですね。国でかつて問題にな
ったものということで言うと、防衛庁時代、情報
公開請求者をリスト化していた事件というのがあ
るんですけど、何をしたかと言うと、その文書に
対して情報公開請求した人がどういう人かという
ことを、出版されている、刊行されている雑誌と
か本とか、あとはインターネット上で検索して分
かる範囲で情報収集して、この請求者はこういう
人であるとか、例えば市民オンブズマン系である
とか、あとは何か元反戦自衛官であるとか、そう
いうことを情報公開請求用の管理しているリスト
があるんですけども、そこから請求者情報を抜き
出して、そういう公表されている情報から収集し
た情報を追加をして、内部で共有したという問題
があったんですけども。
　これは情報公開請求に必要な限度での個人情報
の取り扱いというのは、連絡先情報が分かればい
いというものなんですね。誰がどういう目的で請
求したかということによって、公開・非公開の判
断変わりませんし、文書の特定をする範囲も変わ
らないので、どういう人であるかということとか
は、所掌事務の遂行に必要な限度ではないわけな
んですよ。利用目的も特定されてない状態なんで
すね。所掌事務の遂行に必要な範囲での利用目的
というのもないので、ああいうものは公表情報か

ら収集はしてるんですけども、必要な限度を超え
て収集しているということで、違法ということに
なるということなんです。
　なので、この保有（収集）制限というのは、そ
もそもそういうものとして存在をしていて、この
先も同じなんです。なんですけども、自治体の場
合はそうした収集制限に加えて、本人から直接集
めてくださいという原則があって、本人から直接
収集することで、本人が収集されてることを知り
うるということを原則としているということなん
です。
　それと、その一般的な収集制限に加えて、セン
シティブ情報は原則収集してはいけませんという
仕組みにしてきたということですね。そのセンシ
ティブ情報というのは、思想・信条とか人種とか
社会的身分とか犯歴とか、こういったものについ
て、通常他人には知られたくない高度なプライバ
シーであるということなので、収集そのものが人
権侵害に該当しうるという考え方から、一般的な
ほかの個人情報と同じような基準で集めてはいけ
ませんというふうに、自治体はしてきたというこ
とになるんですね。
　これについては一元化されると、法律は要配慮
個人情報という定義は持っていまして、自治体は
今、一般的なセンシティブ情報というのは通称な
んですけども、ほぼセンシティブ情報と要配慮個
人情報の範囲というのは被るんですね。自治体の
場合は、内心の自由にかかわる問題と、あと差別
につながる社会的要因についてセンシティブ情報

追加的な条例の収集制限

◦⼀般的な個⼈情報の保有（収集）制限に加えて、⾃
治体条例には標準的に以下の収集制限がある
①本⼈からの直接収集の原則
個⼈情報を本⼈から直接収集することで本⼈が収集を知り
うることを原則としている

②センシティブ情報の原則収集禁⽌
思想・信条、⼈種、社会的⾝分、犯歴、犯罪被害、病歴等
は通常他⼈に知られたくない⾼度なプライバシーであるた
め、収集そのものが⼈権侵害に該当するという考え

29
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として収集を原則禁止するとしています。
　要配慮個人情報も似たような範囲をカバーして
いて、場合によってはこちらのほうが広いという
こともあるということなので、その定義そのもの
は法律になっても、一元化された後も実は残るん
ですけれども、これの取り扱いがかなり違うとい

うことなんですね。
　そのセンシティブ情報についての原則
収集禁止というのは、先ほど申し上げた
とおり、通常他人に知られたくないプラ
イバシーにあたるということで、人権侵
害に当たるおそれがあるということと、
あと行政機関としてセンシティブ情報を
収集するということは、その事務事業上
何かの目的でそれが利用されるというこ
とになるわけなんですよね。
　なので、センシティブ情報に該当する
ようなものをもとに業務を行うというこ
とは、社会的差別の原因になり得るとい
うことなので、特に制限を設けて、どう
してもやむを得ない場合だけ集めましょ
うという仕組みにしてきたということに
なるわけなんです。
　じゃあ改正法でこれどうなるかという
と、基本的に収集禁止原則というのはな
くなるんですね。なので、そのほかの個
人情報と同じような基準で一応保有がで
きるということになって、特に保有にあ
たっての制限がなくなるということなん
ですね。定義上は特に配慮が必要なもの
というふうには書かれているんですけど
も、取り扱いについての制限というのが
ないということになるんです。

改正法により
要配慮個人情報の取り扱いは

　じゃあ何で要配慮個人情報という定義
が国の法律で設けられているかというと、
どういう個人情報ファイルを保有してま
すよということ自体は、今の自治体にも

登録をして公表する仕組みってあるんですけど、
国にも同じような仕組みがあるんですね。登録し
て公表するファイル簿っていう簿冊に、要配慮個
人情報がこのファイルに含まれてますよというこ
と自体を、記載をするということは義務づけられ
るというだけなんです。

改正法での要配慮個⼈情報の扱い

◦要配慮個⼈情報は他の個⼈情報と同じように保有す
ることができる（特に保有に当たっての制限はな
い）⇔⺠間に対しては本⼈同意による収集を義務付け
◦ただし「取扱いに特に配慮が必要なもの」とは定義
される（2条3項）
◦個⼈情報ファイル簿に当該ファイルに要配慮個⼈情
報が含まれることを記載する義務がある（例外あり）

◦⾃治体の要配慮個⼈情報の扱いも同様になる

32

センシティブ情報の原則収集禁⽌

◦原則収集禁⽌とする趣旨は…
◦通常他⼈に知られたくないプライバシーなので収集する
こと⾃体が⼈権侵害に当たるおそれがある
◦⾏政機関としてセンシティブ情報を収集する＝その情報
の利⽤⽬的が設定され、何らかの業務が⾏われることに
なるので、社会的差別の原因になる

◦他の個⼈情報と分けて特に制限を設けている

31

センシティブ情報（要配慮個⼈情報）
センシティブ情報 要配慮個⼈情報（法）

• 思想、信条、宗教その他内⼼の
⾃由を侵害する原因となるおそ
れのある個⼈情報（内⼼の⾃
由）

• ⼈種、⺠族、犯罪歴その他社会
的差別の原因となるおそれのあ
る個⼈情報（社会的要因）

• 本⼈の⼈種、信条、社会的⾝分、
病歴、犯罪の経歴、犯罪により
害を被った事実その他本⼈に対
する不当な差別、偏⾒その他の
不利益が⽣じないようにその取
扱いに特に配慮を要するものと
して政令で定める記述等が含ま
れる個⼈情報

• 政令では「⼼⾝機能の障害、健
康診断その他検査結果、保健指
導、診療・調剤情報、刑事事件
⼿続が⾏われたこと、少年保護
事件に関する⼿続きが⾏われた
こと」など
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　なので、要配慮個人情報を含む業務を行ってい
るかどうかということは、登録はされて確認はで
きるんですけども、取り扱いについての制限はな
いということになって、自治体はこれと同じにな
ってしまうということになるわけなんです。
　では、自治体に対しては、国と異なって行政サ
ービスを直接行っているというところもあるので、
その条例で定義の追加をしてもいいですよという
ことになっているということで、具体的には一定
の地域の出身情報として、例えば、被差別部落問
題を対応している自治体に関しては、そういった
ものも要配慮個人情報に加えていいですよとか、
あとは生活保護の受給などを要配慮個人情報に追
加していいですよということで、そういったもの
を定義を加えてもいいということになっているん
ですが、あくまでもこれは収集の制限を特別に行
うというものではないので、実際にはこ
れによって、センシティブ情報の収集が
大きく広がるということが直ちに起こる
とは言えませんし、そうは思いたくない
んですけども。
　ただし、集めるときにこれまで集めて
はいけないという前提で、収集をどうす
るかということを考えなきゃいけなかっ
たものが、そういう制限がなくなってし
まうということは、やや自治体の業務を
考えると懸念材料ということであります。
　それから、個人情報というのは「利用
目的」に縛られるというのが基本ですの

で、目的外での利用とか目的外で外部提
供をするということは原則禁止をされて
いるということで、これ自体は個人情報
保護法制の根幹にかかわる部分なので、
官民問わず、自治体と国を問わずに基本
的には同じ構造なんです。
　ただし、例外的に外部提供とか目的外
利用ができますよということも定められ
ています。どんな場合かと言うと、本人
同意とか本人に提供するような場合とか、
法令等に定めがあって、目的外利用とか
外部提供する場合とか、あとは緊急時で
やむを得ないときで、例えば救急搬送さ

れてますとか災害が起こりましたっていうときに、
本人に同意をとることもできないとか、法令等も
明確な根拠がないというときには、目的外利用と
か外部提供をすること自体、本人の利益になると
いう考え方でできるということになってるんです
ね。
　この場合というのは、本人の同意があるとか、
法令等の定めがあるということとか、緊急時とい
う何か大きな公益性がある場合ということで、そ
の行政の裁量ではなくて、一定の明確な民主的な
基準があるという場合について、目的外外部提供
ができるという規定がまず一類型としてあります。
　もう１つが、学術研究とか統計目的での提供で、

「特別の理由」があるということで、要は目的に
照らして特別な理由があるときはできますよとい
うことです。

要配慮個⼈情報定義を条例で追加は想定

◦「条例要配慮個⼈情報」（60条5項）
◦要配慮個⼈情報に加え、「地域の特性その他の事情に応じて、
本⼈に対する不当な差別、偏⾒その他の不利益が⽣じないよ
うにその取扱いに特に配慮を要するものとして地⽅公共団体
が条例で定める記述等が含まれる個⼈情報」を含むことがで
きる
◦具体的には被差別部落問題（⼀定の地域の出⾝情報）、⽣活
保護の受給などを想定

33

⽬的外利⽤・外部提供の原則禁⽌

◦個⼈情報は「利⽤⽬的」に縛られているので、⽬的外利
⽤・外部提供は原則禁⽌（改正法も共通）
◦ただし、⽬的外での利⽤・外部提供が可能な場合もある
◦本⼈同意・本⼈への提供、法令等の定め、緊急時でやむを得ない
とき
◦学術研究・統計⽬的での提供で「特別の理由」があるとき
◦⾏政機関の事務事業遂⾏上の必要性で「相当の理由」があるとき
◦⾏政機関としての必要性によって⾏うので、「相当の理由」の
判断が拡⼤しないよう、審議会の意⾒を聴くという条件を付け
ている条例も相当数ある

34
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　３つ目が、行政機関の事務事業遂行上
の必要性で「相当の理由」があるという
場合なんですね。自治体がこの行政機関
の事務事業上の都合で、目的外利用・外
部提供するということを、自治体とか行
政機関として判断をすると、目的外利
用・外部提供したい人が判断をするとい
うことで、その裁量が拡大するんじゃな
いかということが、制度をつくる過程で
大変懸念をされたということがあるんで
すね。
　「相当の理由」って一応言葉で縛って
はいるんですけども、相当の理由に当た
るかどうかという判断自体は、目的外利用・外部
提供をしたいと思っている側ということになると、
そこの判断をどうやって裁量を減らすかというこ
とが問題になってきて、自治体の場合は、審議会
の意見を聴くという条件を付けている条例も相当
数あります。
　出先機関の審議会を設けて、行政機関の事務事
業上の都合で目的外利用・外部提供するときは、
あらかじめこういうことで目的外利用をしたいと
か、外部提供したいけどもいいですかということ
で、意見を聞いた上で、よいですというふうな結
論になれば行えますよという仕組みにしている自
治体の条例というのがかなりの数あるということ
なんです。これはその行政機関の裁量を拡大しな
いようにするというのと、審議会というものを通
じて、一定の民主的な統制のもとに置くという考
え方で、こういう仕組みが出てきたということが
あるんです。

自治体の審議会のチェック機能

　主たる審議会というのは、さまざまな名称で設
置をされていますので自治体ごとに異なるんです
けども、実際の役割はさまざまで、例えば東京都
なんかも設けているんですけども、運用報告を受
けたりとか、条例改正に意見を聞かれるだけとか、
そういう審議会もあります。
　それ以外に実質的な役割を果たしているところ

でいうと、さっき言った目的外利用・外部提供の
ようなことを例外的に行う場合のチェック機能を
果たしていくという審議会もあります。
　例えば１つなくなる原則として申し上げた本人
からの直接収集原則というのも、本人以外から収
集できるという場合も実は条例に規定をされてい
ます。これも行政機関が裁量的に行う場合につい
ては、事前に審議会の意見を聞くという仕組みを
設けているとか、センシティブ情報も原則収集禁
止になってますけど、やはり例外があって、法令
等の定めがある場合というのは、法令上の規定な
のでいいんですけども、それ以外に、行政機関と
してやむを得ないよねというふうに考えて収集す
るような場合は、やはり審議会の意見をあらかじ
め聞くという仕組みを設けて、裁量が広がらない
ようにするというようなことをしてきたというこ
とがあるんです。これは個別の案件についてチェ
ック機能を個別に果たすということを、審議会が
してきていたということです。
　それ以外に、さまざまな報告を受けている場合
があるということで、新たな個人情報を取り扱う
事務を開始をするときとか、個人情報ファイルを
新たに保有するときは、登録をする仕組みがある
んですけども、それとは別に報告をするというこ
とをしていたりとか、外部委託をしたときには報
告をするとか、そういった報告をすることによっ
て、どのような例外的な取り扱いなどをしている
とか、どのような個人情報の取り扱いをしている
かということが、審議会によって一応確認がされ

⾃治体の審議会

◦情報公開・個⼈情報保護審議会といった名称で、審
議会を設置していることが多い
◦審議会の役割はさまざま
◦運⽤報告を受けたり、条例改正に意⾒を聞かれるだけの審議
会もある（例えば東京都）
◦個⼈情報の例外的取扱いについてのチェック機能を果たして
いる審議会もある
◦本⼈外収集、センシティブ情報の収集、⽬的外利⽤・外部提供、
オンライン結合
◦加えて、さまざまな報告を受けている場合がある（新たな個⼈
情報取扱事務開始の報告、外部委託の報告、審議会を経ずに
⾏った外部提供など）

35
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るという仕組みにしてきたということがあるんで
す。
　なので、審議会はその役割次第なんですけども、
かなり実質的なチェック機能を果たしてきたとい
う側面も実はあります。私自身も審議会の委員を
やっていて、こういう個別チェックにかかわって

きてるんですけども、審議会が果たして
いる役割というのは結構重要だと思って
いまして、行政裁量を拡大しないように
チェックする役割ということで、民主的
な統制という役割がありますよという話
をしたことに加えて、一人ひとりが自分
の個人情報の取り扱われ方を全部逐一チ
ェックしていくというのは、これは事実
上不可能に近いことですので、特に行政
が裁量的に行う例外的なものを審議会が
妥当性を検討することで、一人ひとりが
自分の個人情報をどう取り扱われている
かということを頑張ってチェックしなく
ても、一定の妥当性が維持されるという
ところがあるんです。
　あと、審議会に意見を聞くことで、情
報公開の機会にも実はなっています。審
議会というのは、基本的に会議公開で行
っていることがほとんどで、例外的な取
り扱いをするために、どんな業務で、例
えば目的外利用をしたいのかとか、外部
提供をしたいのかということを資料にま
とめて、かつ審議会に来て説明をすると
いうことをするわけなんですね。なので、
審議会を通じて、どんなものを例外的な
扱いにしようとしているのかという、詳
しい情報が情報公開されてくるというと
ころがあって、なので、逐一調べなくて
も、審議会で何を審査したのかとか審議
をしたのかということを振り返っていく
だけで、ある程度、行政が裁量的に行っ
た個人情報の例外的取り扱いというのが
確認ができる。どんな内容だったのかと
いうのも、資料を通じて公開がされると
いう仕組みに実はなってきたということ
なんです。

　一元化された法律では、審議会等の扱いという
のは、一応設置をすること自体は否定はしていな
いんです。なんですけれども、どちらかと言う
と、設置そのものは否定はしていないんだけれど
も、これまでと同じような役割を果たすことは想
定してないということなんです。一部そもそも規

改正法での審議会等の扱い

◦改正法129条に規定がある
「地⽅公共団体の機関は、条例で定めるところにより、第三章
第三節の施策を講ずる場合その他の場合において、個⼈情報の
適正な取り扱いを確保するため専⾨的な知⾒に基づく意⾒を聴
くことが特に必要であると認めるときは、審議会その他の合議
制の機関に諮問することができる」

※第3章第3節とは、⾃治体の⾏う個⼈情報保護に関する措置を講ずる義務、区
域内事業者への⽀援及び苦情処理のあっせん等に関する努⼒義務規定

37

審議会の果たしている役割は？

◦個⼈情報の例外的な取扱いを⾏う場合のうち、⾏政
機関の事務事業上の必要性（相当の理由）で⾏う場
合に、裁量的に拡⼤しないようにチェックする役割
（⺠主的な統制）
◦⾃分の個⼈情報の取扱われ⽅を個⼈がチェックする
のは困難。審議会が妥当性を検討することで、⼀⼈
⼀⼈が頑張らなくても⼀定の妥当性が維持される
◦審議会に意⾒を聞くことで、情報公開の機会にも
なっている

36

今後の審議会等の役割

◦そもそも、本⼈からの直接収集原則、センシティブ
情報の原則収集禁⽌、オンライン結合の原則禁⽌が
改正法にないので、事前チェックすべき対象がない
◦⽬的外利⽤・外部提供については、個⼈情報保護委
員会の策定したガイドライン等が⽰され、それに基
づき運⽤（審議会が個別に意⾒を述べることは想定
していない）
◦想定されるのは、ガイドライン等が⽰していない定
型的事例について意⾒を聴くことなど
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定がなくなるので、事前にチェックすべき対象が
なくなるというものもあるんですけれども、例え
ば目的外利用・外部提供ということについて言う
と、行政が裁量的に行う場合も、今度は国の個人
情報保護委員会というものが上に座ることになり
ますので、個人情報保護委員会の策定したガイド
ライン等に基づいて運用してくださいということ
なんです。
　なので、個別に意見を審議会が述べたりとかチ
ェックをするということは、基本的には想定して
ないんです。国が示したガイドラインに従ってや
ってくださいねということになっていて、審議会
が何ができるかということで言うと、国が示した
ガイドラインが示してないようなもので、自治体
独自に定型的に行う事例については、どういう取
り扱いにするかという自治体独自のガイドライン
をつくるために、意見を聴くということなどを想
定しているということなので、これまで果たして

きたような民主的統制みたいなものは、審議会を
通じて行うということは、今国が出しているさま
ざまな資料とか報告を見る限りは、想定をしてな
いということになるんです。
　結果的に、国と自治体の関係というのは、国の
個人情報保護委員会というものは、自治体に対す
る指導・監督機関にもなるということなんです。
ただ、個人情報保護委員会って国に１つしかなく
て、すごい巨大な組織では全くないので、すべて
の自治体を丁寧にチェックするとか見るというこ
とは、事実上できないと思うんですね。なので、
都道府県などに一部委任される可能性などはある
のかなということと、あと、日常的な個人情報の
取り扱いについて監視・監督を具体的に行うわけ
ではないので、何かトラブルや問題が発生したと
きに、上から指導するために出てくるというよう
な組織と、あとこのルールとかこの基準でやって
くださいっていうことで、自治体側に個人情報保

護法制の実行段階について、いろいろと
指導・助言をするという立場になるとい
うことになるわけなんです。
　なので、これまでは自治体ごとに審議
会などを使いながら、個人情報保護制度
の運用とか解釈とか実行についてやって
きたところなんですけども、その構造は、
その上に１つ大きなものとして個人情報
委員会というのが被さってくるという意
味では、従来と同じようにはなかなかで
きない可能性が高いなというふうには思
います。
　第三者機関の関係というものは、ちょ
っと細かい話なんですけどもまとめてあ
りますので、関心がある方はご覧いただ
ければと思います。

国と自治体の原則論の違い

　あと、自治体ごとにきちんと対応して
いただかなきゃいけないという問題も、
法律の一元化によって起こってまして、
自己情報の本人開示請求権とか、あと間

国と⾃治体の関係

◦個⼈情報保護委員会が指導・監督機関になる
◦実際には、個⼈情報保護委員会がすべての⾃治体に
⽬配りできないので、都道府県などに⼀部委任され
るなどの可能性はある
◦⽇常的な個⼈情報保護の取扱いについて監視・監督
を具体的に⾏うわけではない

39

「第三者機関」の関係

40

個⼈情報保
護委員会

国の機関。⾃治体に対して、資料の提出要求、実地調査、
指導・助⾔、勧告等を⾏う権限を持つ。個⼈情報保護法
に係る解釈権を有するため、⾃治体での法施⾏に関係す
る規則、ガイドラインなども策定。個⼈情報の漏えいが
発⽣すると⾃治体は報告義務（68条）。条例制定時も届
け出義務（167条）。施⾏状況の報告を求めることもある

審議会
⾃治体の設置する条例の運営審議機関。個⼈情報の例外
的取扱いについての個別審議、運⽤状況報告、条例改正
時の諮問など⾃治体によって役割はさまざま（これは改
正法で役割が縮⼩・変更となる⾒込み）

審査会
開⽰請求・訂正請求・利⽤停⽌請求が認められなかった
場合の審査請求について諮問を受けて審議する機関。審
議会がこの機能を有している場合もある。（現状のまま
存続）



− 25 −

違った情報の場合は訂正をするとか、違法に個人
情報を取り扱われている場合は、利用停止をする
というようなことを行うことができるというふう
になっているんですけども、改正法も条例も基本
的には同じようなものなんです。
　ただ、自治体は国とちょっと違うのは、国は本
人開示請求によって開示された個人情報にのみ、
訂正請求とか利用停止請求を認めているんですね。
なんで、何か開示されないと実はできないんです。
自治体の中には、その請求によって開示された個
人情報以外に、特に開示された個人情報じゃなく
ても、それなりに備えができれば訂正請求も利用
停止請求もできますよという仕組みがあるんです
ね。
　なので、国はとにかく開示してないと何もでき
ないんですけども、自治体の場合はこういうふう
な理由で訂正が必要であるということが
証明さえできれば、開示されてない個人
情報に対しても、実はできますという仕
組みにはなっているという意味では、自
治体のほうが実は広く権利を認めている
という条例が結構あるんですね。なんで
すけども、そうしたものが国の法律に合
わされると、開示されたものに限定をさ
れるということになってしまうので、少
し権利の範囲が狭くなるということなん
です。
　それから権利行使に関する規定も、条
例できちんと手当をしないと、国のほう

に合わされてしまうという問題があって、
１つが決定期間というのが違うんですね。
自治体の場合は、請求をしてから２週間
以内というのが基本なんですけれども、
国の法律とか改正法は請求から30日なん
ですね。なので、条例上何の措置もしな
いで国に合わせてしまうと、２週間以内
に決定したものが30日かかるというふう
になってしまうということになったりと
か、あとは自治体の場合は請求書を出す
だけだと手数料要らないんです。なんで
すけども、国の法律は請求をするために
１件300円の手数料が実は必要という仕

組みになってますので、これは条例で無料にする
とか、そういう規定を置かない限りは、国のほう
の仕組みに合わせてしまうということにもなって
しまうということであるということとか、あと不
開示情報の辺もちょっと違うんです。
　典型的なのは実は公務員の氏名の開示の部分で、
国の場合は氏名は原則開示じゃないんですけども、
自治体は氏名は原則開示になったりとかするので、
これも国のほうに合わせると、実はこれまで開示
できたものが開示しなくなるというようなことが
起こってしまうということになります。この辺は
実際には条例が、自治体の側で国の法律を受けて
条例をどうするかというところで、必要な手当を
するということを実は考えていただかなきゃいけ
ないという部分でもあるんです。
　改正法は、国の法律の規定に反しない限り、条

開⽰請求等の権利⾏使に関する規定

◦⾃⼰情報の本⼈開⽰請求権、訂正請求権、利⽤停⽌
請求権（違法な個⼈情報の取扱いがあった場合のも
の）は、改正法も⾃治体条例もほぼ同じ
◦改正法は、本⼈開⽰請求により開⽰された個⼈情報
にのみ訂正請求権、利⽤停⽌請求権を認めている
◦⾃治体の中には、本⼈開⽰請求により開⽰された個
⼈情報に訂正請求・利⽤停⽌請求を限定していない
ものがある

41

気を付けたい権利⾏使に関連する規定

⾃治体 改正法

決定期間
• 通常2週間
• 特例延⻑規定がないもの
も多い

• 30⽇
• 特例延⻑規定がある

⼿数料 開⽰請求⼿数料なし、コ
ピー代の実費のみ

開⽰請求⼿数料（現⾏制度
では⼀請求300円）、開⽰
実施⼿数料（写しの交付・
閲覧）を徴収

不開⽰情報 第三者情報のうち公務員の
職・職務内容・⽒名は開⽰

第三者情報のうち公務員の
職・職務内容は開⽰、⽒名
は開⽰できる場合がある

42
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例で必要な規定を定めることを妨げないというふ
うにはしているんですよね。ただ、その規定に反
しない限りということの範囲として、例えば決定
期間はさっき言ったような短縮とか、開示請求手
数料の徴収をしないというふうに規定はできるか
ということに関して言えば、国はこれは大丈夫な

ような今方針を示しているんですけども、
実際はそれ以上の個人情報の取り扱いに
ついて、例えばセンシティブ情報原則収
集禁止ですとか、そういったことを定め
られるかというと、それはなかなか厳し
いだろうというのが、これまで国が出し
ているさまざまな報告などによって示さ
れているということですね。
　なので、例えば今回の法改正のもとに
なった報告書によると、その保護の水準
を高めるような規定を条例で定めること
は、必ずしも否定はされないということ
にはしてるんですね。なので、基本的に
は個人情報の有用性に配慮をするという
ことを、そもそも法律の趣旨というか目
的に定めているので、個人情報保護とデ
ータ流通の両立を図る点にあることを踏
まえて、特にそのような措置を講ずる必
要がある場合に限るとすることが適当で
あるということであって、どこまでじゃ
あ上乗せができますかということについ
ては、あまり積極的に上乗せしていいで
すよということにはなってない。要は共
通ルールにした意味がなくなるので、そ
ういったようなことはそもそも特に必要
性がないかぎりは認められませんよとい
うようなことに、おそらくなるだろうと
思うんですね。
　自治体が独自の保護措置を定めた内容
が、法律の範囲内かどうかということを
担保するために、個人情報保護委員会に
対して事前に内容確認をするとか、助言
を受けると、必要な支援を受けるという
ふうにするのが適当だというふうに、こ
の段階で言ってるんです。ただ、条例っ
て議会を通していくというものなので、

条例案を議会に出す前に個人情報保護委員会に内
容確認をしてもらったとしても、議会でひっくり
返されたときに、じゃあ個人情報保護委員会どう
するんですかっていう話は、当然出てくるという
ことになるわけなんですよね。
　なので、最終的には、一番下の行になるんです

⾃治体は条例で何ができるのか？

◦タスクフォース報告書
◦共通ルールよりも保護の⽔準を⾼めるような規定を条例で定
めることは、必ずしも否定されるものではないと考えられる。
ただし、個⼈情報保護法制が「個⼈情報の有⽤性に配慮」
（個情法第１条、⾏個法第１条及び独個法第１条）すること
を求めるものであり、共通ルールを設ける趣旨が個⼈情報保
護とデータ流通の両⽴を図る点にあることを踏まえると、地
⽅公共団体が条例で独⾃の保護措置を規定できるのは特にそ
のような措置を講ずる必要がある場合に限ることとするのが
適当である。

44

改正法での位置づけ

◦「この節の規定は、地⽅公共団体が、保有個⼈情報の開⽰、訂
正及び利⽤停⽌の⼿続き並びに審査請求の⼿続に関する事項に
ついて、この節の規定に反しない限り、条例で必要な規定を定
めることを妨げるものではない」（108条）

◦請求⼿続、審査請求⼿続などの⼿続規定は条例で定
めないと回らないので、それは想定している
◦ポイントは「規定に反しない限り」の範囲。決定期
間の短縮、開⽰請求⼿数料を徴収しないと規定でき
るかなどは今後の課題
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タスクフォース報告書

地⽅公共団体が条例で定める独⾃の保護措置の規定が法律の範囲内において
特に必要なものとして定められることを担保するため、独⾃の保護措置を条
例で規定しようとする地⽅公共団体は、個⼈情報保護委員会に対し、その内
容を事前に確認し、情報の提供、助⾔等の必要な⽀援を求めることができる
こととするのが適当である。これを受けて、個⼈情報保護委員会は、個⼈情
報の有⽤性に配慮しつつ、個⼈の権利利益を保護する観点から、必要に応じ
て、情報の提供、助⾔等の⽀援を⾏うことが適当である。
また、地⽅公共団体がそのような条例を定めたときは、その旨及びその内容
を個⼈情報保護委員会に届け出ることとするのが適当である。これを受けて、
個⼈情報保護委員会は、必要に応じて、助⾔等の適切な監視を⾏うことが適
当である。（略）
なお、地⽅公共団体の条例に基づく事務処理が違法⼜は著しく適性を⽋く場
合、国は、地⽅⾃治法等に基づき、助⾔、勧告を通じて是正を促すほか、是
正の要求を⾏うこと等ができるものである。
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けども、国と自治体の紛争解決の手続きに基づい
て、助言、勧告、是正とか、是正の要求をすると
いうようなことを通じて、国が許容できない範囲
の条例については直させるというようなことを、
この先行っていくという意味では、自治体が独自
の施策をかなりとりにくくなるということと、こ
ういった独自の施策をとるときには、こうした紛
争になることも踏まえた政治判断が必要というよ
うなことに、最終的にはなってしまうのかなとい
うふうに思います。

自治体の個人情報保護は
今後どうなるのか

　自治体の個人情報保護というのは、この先どう
なるのかということで言うと、一元化は個人情報
の取り扱い基準の標準化ということなので、上乗
せ・横出しは標準化の趣旨を損なわない範囲でと
いう基本認識が、国の側からこれまでずっと出て
きているものであるということですね。なので、
法律の目的自体は、個人情報の有用性への配慮を
求めてますので、人権保障的観点からの規制強化
を容認しない可能性はかなりあるかなと思ってい
ます。
　規制強化を条例で行った場合は、最終的には国
と自治体の間の紛争解決手段による解決になると
いう意味では、政治意思はかなり必要だろうとい
うことにもなっているということです。

　ただ、さっき言った報告書の中は、私たちから
見ると規制緩和だよねと思ってる部分についても、
改正法でも同程度の保護措置というふうに述べて
るんですね。なので、改正法の規定ではなく、条
例の規定でも、改正した一元化法と同じ保護措置
であるということであれば、変える必要はないん
じゃないかっていうことも、議論としては成り立
つのかなというふうには思っていまして、ここは
自治体としてどういうふうにこの先対応するのか
ということについては、担当者レベルは今かなり
胃の痛い思いをされてるんじゃないかなと思いま
す。
　今審議会の委員をしている私が、審議会の委員
をしている自治体でも、この前、会議があったの
で、課長にどうするんですかみたいな話をしたん
ですけども、いや、この前説明会あったんですけ
ども、まだよく分からないんですというお話で、
審議会なので、条例改正とかになれば諮問が上が
ってくるんだろうというふうに思うので、何らか
いろいろ準備しなきゃいけませんよねみたいな話
はしてましたけども、ただ、やっぱり自治体とし
てもかなり悩ましい状態に今陥ってるということ
かなと思います。
　それと条例にない改正法の規定ということで、
改正法にない規定ですけども、自治体にとってそ
れなりに影響があるということで触れておきたい
のが、行政機関等匿名加工情報と仮名加工情報と
いうものです。
　匿名加工と仮名加工ってちょっと分かりにくい

んですけども、匿名加工というのは、個
人情報ではない情報として取り扱えるも
ので、要はその個人が識別できたりとか
特定ができる部分を削除したり、データ
を控えたりとか、あとは一部省略をする
ことによって、可能な限り誰かが分から
ない形にまで加工したものですね。復元
を心象したり復元できないように加工し
た上で、事業者に提供するということが
できるというものが匿名加工情報という
ものです。これは事業者にも提供できま
すし、内部利用もできますということで、
もともと匿名加工した個人情報の利用目

⾃治体の個⼈情報保護はどうなる？

◦法による⼀元化は個⼈情報の取扱い基準の標準化を⾏うも
のなので、⾃治体独⾃の条例による上乗せ、横出しは標準
化の趣旨を損なわない範囲でという基本認識がある
◦独⾃の条例措置には、個⼈情報の有⽤性への配慮を求めて
いるので、⼈権保障的観点からの規制強化をを容認しない
可能性がある
◦規制強化を条例で⾏った場合は、国と⾃治体の紛争解決⼿
段による解決になる（そこまで戦うという明確な政治意思
が必要になる可能性）
◦⼀⽅で、タスクフォース報告書は規制緩和となる部分につ
いては、改正法でも同程度の保護措置と述べている
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的に縛られずに利用ができるというものなんです。
　仮名加工というのは、加工の仕方によっては個
人情報に該当する場合としない場合があるって、
ちょっと曖昧なところがあって、行政機関の内部
でしか利用ができないというものなんです。仮名
加工した情報については、加工前の個人
情報の利用目的の範囲内に基本的には限
定されますということですね。
　仮名加工の場合で、かつ個人情報、他
の情報と照合すると誰かが分かるような
状態のものとかは、これは利用目的の範
囲内に制限をされますということになっ
ていて、その仮名加工についてちょっと
置いといて、匿名加工のほうがこの先、
外部に個人データを提供していくという
仕組みになるので、改正法というか、一
元化法の議論にあたっても、ここどうい
うふうになるのかということが国会でも

少し問題になったということで、特にそ
の匿名加工の対象になる情報というのが、
条件は決まってるんですけども、なんと
いうんですか、質とか内容によるという
わけではなくて、情報公開制度上の不開
示規定に当たらないものであれば、基本
的に何でも入っちゃうんですね。
　もともと個人情報って不開示になるん
ですけども、個人情報以外の不開示規定
に当たらない情報というのは、実は全部
対象になっちゃうということになってい
て、その中で、国では米軍横田基地をめ
ぐる訴訟の原告団に関する情報が対象に
なってるわけです。原告団１万人とか多
分そういう規模でいるのかな、これは、
ですので、その原告団情報が匿名加工に
よって提供可能な情報として公表されて
いたと。実際に提供はされてないんです
けども、そういうふうになっていたとい
うことで、実際に提供実績もないし、提
供されてないんですけども、国としては
それも匿名加工でできますよということ
で、問題になったということなんですね。
　自治体の場合は、住民サービスを直接

提供しているということがありますので、国が持
ってない住民の今の情報を実は持っているという
ことになるんですね。なので、実はこちらで調べ
てみると、国の行政機関って１件も匿名加工の提
供実績ないんですね。国の場合は、既に匿名加工

匿名加⼯と仮名加⼯の違い

匿名加⼯ 仮名加⼯
扱い 個⼈情報ではない情報として

取り扱う
個⼈情報に該当する場合とし
ない場合がある

復元 復元禁⽌、復元できないよう
に加⼯

他の情報と照合しなければ特
定個⼈を識別できないもの。
識別⽬的での照合は禁⽌

利⽤⽅法 外部に提供、内部利⽤ 内部利⽤のみ
利⽤⽬的 制限なし（提案内容の審査は

⾏う）
「個⼈情報」である場合は加
⼯前の利⽤⽬的範囲内

公表等 匿名加⼯の対象となるファイ
ルであることを公表

• 個⼈情報に該当する場合
は公表等の義務

• 識別できない場合は無し
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条例にない改正法の規定

◦「不適正な利⽤の禁⽌」規定（所掌事務の範囲内で
利⽤⽬的を明確にしても、違法⼜は不当な⾏為を助
⻑し誘発するおそがある⽅法により個⼈情報の利⽤
をすることを禁⽌）
◦外国にある第三者への個⼈情報の提供制限
◦⾏政機関等匿名加⼯情報
◦仮名加⼯情報
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の情報を提供できるという仕組みは持ってるんで
すけども、制度が導入されて以降、もう４年くら
い経ってるんですけども１件も実は提供実績がな
くて、総務省とやりとりしてたら、総務省は１件
だけ提供についての申請があったんだけども、取
り下げになったので結局実績ありませんというこ

とでした。
　なので、国は実はない。それはさっきお話しし
たとおり、住民とか私たちの今の情報ってほとん
ど持ってないというのと、今の情報を反映するよ
うなものについては対象になってないという問題
があって、ないんですね。自治体の場合は、住民

の今の情報を持ってるという意味では、
自治体の情報を匿名加工して事業者が使
えるようにしたほうが、事業者側のニー
ズもあるというようなことがおそらくあ
るんだろうというふうに思います。
　この匿名加工情報の提供なんですけど
も、定期的に提案募集を行うという仕組
みになるんです。事業者側に、匿名加工
情報の利用について何か提案ありません
かということを、定期的に行うというこ
とになります。当面は、都道府県と政令
市が義務的に行わなきゃいけないという
ことになるので、ここだけなんですけど、
それ以外はやりたいところはできますよ
という仕組みになります。
　そして、事業者が事業提案を行うとい
うことになりますので、どれくらいの人
数の情報が欲しいのかとか、どういう目
的でそれを使うのかとか、どういう事業
内容で使うのかとか、そういったものを
提案をした上で、その提案は新たな産業
の創出、経済社会、豊かな国民生活の実
現に資するものかどうかとか、本人の権
利・利益を保護するために適切なものか
どうかという観点から審査をして、いい
ですよということになれば、自治体側が
必要な加工をした上で提供するというこ
とになるということです。
　現在、国がどういうフローでやってい
るのかということは、個人情報保護委員
会のほうでフローをまとめたものがあり
ますので、参考までに付けておきました。
ですので、これについて自治体側が、特
に都道府県と政令市がやらなきゃいけな
くなるということになるんです。
　この個人データに関しては、行政も事
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個⼈情報保護委員会資料より
https://www.ppc.go.jp/files/pdf/hisikibetu_aram ashi.pdf

⾏政機関等匿名加⼯情報の提供

◦定期的に提案募集を⾏う（当⾯は、都道府県・政令
市が義務的に提案募集を⾏う。それ以外は任意で提
案募集を⾏うことができる）
◦事業者が事業提案（本⼈の数、加⼯の⽅法、利⽤⽬
的・事業の内容、事業として利⽤する期間、適切な
管理措置など）を⾏う
◦提案を「新たな産業の創出、経済社会・豊かな国⺠
⽣活の実現に資するもの」「本⼈の権利利益を保護
するために適切なもの」などから審査
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仮名加⼯情報

◦仮名加⼯情報は、他の情報と照合しない限り特定の
個⼈を識別できないもの（復元可能なもの）
◦内部利⽤に限定、利⽤⽬的の範囲内に原則限定
◦「照合により特定個⼈が識別可能」な状態のものは、
個⼈情報として取り扱う必要がある
◦第三者提供提供の禁⽌
◦仮名化のため削除した情報その他の情報との照合を
原則禁⽌
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業者も同じなんですけども、行政の場合は、申請
手続とか住民サービスのためとか、教育のような
場合ですと学校でさまざまな生徒の情報を扱うわ
けですけども、一定の目的のために収集・利用・
提供するというものなので、そもそもの業務があ
って、それに必要な限度で個人情報を収
集してますということですよね。
　そういう枠組みを取り払うために、そ
の匿名加工という方法を用いるというこ
とで、個人データとして事業者も含めた
利用を進めようということで、既に国で
は、官民データ利用活用推進基本法とか
次世代医療基盤法というのは、医療情報
の匿名加工データによる利活用というも
のを目的としたものです。

個人データの利活用の推進

　そういうものを、個人情報を利活用す
るための政策というものはずっと打ち出
してきて、2010年代以降は、そういう個
人データの利活用自体が成長戦略に組み
込まれてきたという経緯があったりしま
す。なので、それがいよいよ自治体にも
法律の統一化によって、一元化によって
及んできたということになるというわけ
であります。
　それで、個人情報の利活用ってこと自

体は、医療分野は実は以前からレセプト
データの利活用というのは進んでしまっ
てるんですけども、個人情報保護法の一
元化というもので、自治体の個人情報の
標準化、データの標準化、情報連携とい
うものを進めやすくするということで、
その情報システムの標準化というものも、
こういった個人データの利活用という点
でいえば、大きく貢献をすることになる
だろうということになるということです。
　データの利活用が新しい事業サービス
を生み出すということだけではなくて、
自治体とか国からすると、政策判断のエ

ビデンスデータとするとか、個人に対する評価判
断に用いるということなどが想定をされていると。
　特に国は住民情報を直接持ってませんけど、個
人データというか、匿名加工情報で提供されれば、
国としてもそのデータが使えるということにもな

プロファイリング問題

◦プロファイリングとは
◦「⾃然⼈に関する特定の個⼈的側⾯を評価するために、特に、
当該⾃然⼈の職務遂⾏能⼒、経済状況、健康、個⼈的選考、関
⼼、信頼性、⾏動、位置もしくは動向を分析または予測するた
めに、個⼈データを⽤いて⾏うあらゆる形式の⾃動化された個
⼈データ処理」（GDPR）
◦問題点として、集団として判断される。情報の偏り、バイアス
の継承、法的・技術的な透明性の⽋如
◦GDPRでは、データ主体に法的効果と同様に重⼤な影響を与え
る事柄について、完全⾃動化決定を原則として禁⽌
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個⼈データ
◦個⼈情報
◦⾏政組織：⾏政に対する申請等の⼿続など、特定の⽬的のた
めに必要な限度で収集・利⽤・提供（⽬的外利⽤・外部提供
は原則禁⽌）
◦事業者：特定のサービス等を利⽤するために必要な情報を収
集・利⽤・提供（⽬的外利⽤・外部提供は原則禁⽌）

◦官⺠データ利⽤活⽤推進基本法、次世代医療基盤法、
個⼈情報保護法、デジタル社会形成基本法案などは、
⼿続・サービスに伴い集積された個⼈情報を、別⽬
的での利⽤へ転⽤しやすくするために「匿名加⼯」
して利⽤する（成⻑戦略にも組み込まれている）
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個⼈データの利活⽤の推進

◦学術研究⽬的での医療等情報の利⽤を進める
◦従前からレセプトデータの利⽤は⾏われている

◦個⼈情報保護法による⾃治体の個⼈情報保護の標準化、
データの標準化、情報連携を進める
◦個⼈単位での個⼈情報の継続的な連携（教育・医療・福祉等）
◦住⺠サービスや福祉に関する情報をもっぱら保有する基礎⾃治
体の個⼈情報の個⼈データとしての利⽤促進

◦個⼈データの利活⽤によるデータを、①政策判断のエ
ビデンスデータとする、②個⼈に対する評価判断に⽤
いることなどが想定
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ってきますので、そういう意味では国側のメリッ
トはかなり大きいのかなというふうに思ってます。
　ちょっとこの辺飛ばしますと、データの利活用
というのは実際にかなり進んでまして、余り公的
機関では聞きませんけど、民間だと人事採用で、
いわゆる個人データですね、識別できな
い情報などを使った大きなビッグデータ
というものをもとに、その人事採用につ
いてのＡＩを使った判定をしていくとか、
あと個人情報そのものではないにしても、
自治体の場合は、保育所の認証判定にＡ
Ｉを使っていたりとか、あと児童虐待の
早期発見、早期対応のために、これは練
馬区でやってたんですけども、虐待相談
とか子ども家庭支援みたいな枠組みの中
で持ってる相談枠で、収集している相談
記録などを匿名加工してビッグデータに
して、相談を受けている職員が入力した

内容に応じて、虐待判定をしていくと、
要注意かどうかっていう判定をしていく
というようなことに使えないかというこ
とで、実証実験的なことが行われていた
りとかいうこともありますので、この先
利用が大きく、個人データの利用が進ん
でいくだろうということは考えられると
ころであります。

デジタル技術と
個人情報の利活用は
民主的管理が必須

　それで、最終的にもとの話に戻るんで
すが、デジタル技術と個人情報の利用と
いうことで言うと、いかに利用目的を民
主的に管理するかということが、一番重
要だと私は思っています。監視活動と行
政サービスを分けるのは、利用目的に尽
きるということで、その利用目的を超え
ないようにいかにするかとか、利用目的
をいかに民主的に統制していくかという
ことがとても重要かなと思います。個人

データの活用自体を私は否定はしてないんですけ
ども、利用の仕方次第で倫理的な問題とか公正性
の問題も生じやすいものであるので、こういった
ものに対して、ネガティブなインパクトをどうや
って回避するかということはほんとは重要なんで

プロファイリング規制
◦⽇本の個⼈情報保護法制では、⺠間部⾨では要配慮
個⼈情報の取得は本⼈同意を要件
◦要配慮個⼈情報：⼈種、信条、社会的⾝分、病歴、犯罪の経歴、犯
罪被害の事実、その他不当な差別、偏⾒その他の不利益が⽣じない
よう特に配慮が必要なものとして政令で定めるもの（健康診断結果
やそれに基づく指導、⼼⾝の障害など）

◦プロファイリング結果が要配慮個⼈情報に該当する
場合は、⺠間事業者に対しては取扱い制限が及ぶ可
能性はある（ただし、プロファイリング結果を個⼈
識別性のあるものとして取得する場合）
◦ただし、⾏政機関・⺠間ともにプロファイリングに
関する規制が存在するわけではない
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⽇本でのAIの利⽤

◦⼈事採⽤（⺠間）
◦保育所の⼊所判定（⾃治体）
◦児童虐待の早期発⾒・早期対応（⾃治体）
◦児童相談所の相談記録のデータベース共通化等を含む調査研
究もあり

◦犯罪・交通事故発⽣予測（警察、調査研究事業）
など

57

デジタル技術と個⼈情報の利⽤

◦デジタル技術と個⼈情報は利⽤⽬的を⺠主的に管理
することが重要
◦監視活動と⾏政サービスに利⽤するデジタル技術と個⼈情報
は基本的に同じもので利⽤⽬的で区別されるもの

◦個⼈データ（匿名加⼯情報など）の活⽤は必要だが、
利⽤の仕⽅次第では倫理的問題、公正性の問題も⽣
じやすい
◦こうした問題に対しては、具体的な対応はデジタル
関連法にはない

58
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すけども、実は今回のデジタル改革関連法には、
こうしたことについて特に定めがないというとこ
ろがあって、基本的な法律であるので、具体的な
規制とかが入ってないというのは一つの限界では
あるんですけども、こういう根幹的な部分につい
て、どうやって民主的に統制していくかと、ある
いはネガティブなインパクトを回避していくかと
いうことを、この先つくっていかなければいけな
いかもというふうには思っています。
　以上でお話を終わりたいと思います。
（司会）

　三木さん、ありがとうございました。大変細か
い部分を含めて、90分一気にお話をいただきまし
た。多岐にわたる、それから内容的にもかなり深
いお話でしたが、まず会場の皆さん、何か質問等
があれば出していただきたいと思いますけれども、
いかがでしょうか。どうぞ。

（Ｑ）

　すいません。ものすごく素朴な質問ですけど、
集めたデータって流出しないんですか。

（Ａ）

　データは流出しないということを断言できる人、
多分いないと思うんですよ。なので、可能性とし
ては、そういうリスクがあるという前提で、セキ
ュリティ対策をするっていうことになると思うん
ですね。
　ここでよく問題になるとすると、例えば自治体
もクラウドを使ってないとかっていうわけでもな
いんですよね。そうすると、自治体ごとにセキュ
リティ対策するのか安全なのか。国のほうで高度
な専門性を持ってセキュリティ対策をすると安全
なのかっていう話で、今、後者のほうが安全だと
いう前提で、国がどうも動いてるっていうことな
んですよね。
　その情報漏洩のリスクというのは、システム上
のリスクとして大量に流出するとかっていうもの
と、あと実際にそれを利用するところのエラーで
流出するっていうのと両方あって、現実的には、
実際に個人情報利用して業務をしている中でのエ
ラーで流出するというのが特に多いんです。

　なので、両方とも実は起こり得るので、起こる
から何もしないという話よりは、起こることを前
提に、きちんと対策を講じていくという方向に行
かざるを得ないんじゃないかなと思ってます。

（司会）

　よろしいでしょうか。どうぞ。

（Ｑ）

　お話の中で、改正法の前半が民間で、後半が行
政のほうだとおっしゃられたんですけども、この
前半の民間のほうへの情報というのが、例えばど
ういう形で使われていくのかっていう、そういう
心配事があると思うんですけども、そのあたりど
うなんでしょうか。

（Ａ）

　民間は、今の個人情報保護法の中身と基本的に
一緒というか、同じなんですね。法律自体が前半
と後半で分かれてますってお話をしたのは、民間
と行政機関って、個人情報保護の何か基本的な規
制の考え方が結構違うところが入り口の部分であ
るんです。それが自治体の場合もそうですし、国
の場合もそうなんですけども、基本的にはその業
務の単位というか、事務の単位で個人情報の利用
目的を規定して、収集範囲も制限していくという
ことになるので、基本的にはその業務とか事務の
単位で、個々に利用目的とかを付けていくってい
う仕組みになってるんですよね。
　一方、民間の場合って必ずしもそうなっていな
くて、基本的には民間事業者として、そのビジネ
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スをしている範囲で使えるように利用目的が設定
されていたりとか、やっぱりできるんですよ。利
用目的の設定単位というのは、民間と行政機関で
全然実は規律が違うっていうところがあって、な
ので、民間と行政機関は基本的に規律が違う状態
で、１つの法律の中で併存してるっていう状態に
今なってるんですね。
　民間の場合は、その利用目的とか個人情報の収
集に関しては、自分たちが必要だと思って、かつ
本人が提供を拒まなければ何でも集められてしま
う、利用目的に対して結局は何でも集められてし
まうということになるので、さっき防衛庁の情報
公開請求者リスト事件を申しましたけど、あれは
行政機関だと許されないんですけども、民間事業
者の場合は、公開情報からああいう情報を集める
のは、利用目的の設定さえすれば全然問題ないん
ですよ。
　というところがあって、その利用目的さえ設定
すれば、民間事業者は割と何でもできると。ただ、
第三者提供の部分とかでかなり行政機関より縛り
が厳しいんですよね。なので、個人情報の利用を
行うためには、匿名加工とかデータ化をすること
によって流通を促進させるということを、民間事
業者のほうが実はなじみやすいというところがあ
って、ここも民間のほうに先に実は匿名加工って
いう規制が入っていくということになったという
経緯なんですね。
　なので、民間は民間の問題として、2005年に法
律ができてますので、それ以降、何次か改正をし
ながら、実は問題がある場合については改正を何
回かしてきているという経緯があって、そこはそ
こで対応はこの先も必要ですし、民間事業者の個
人情報の利用に関して今で十分というわけではな
いので、この先も法改正の議論は続いていくとい
うことにはなると思います。

（司会）

　よろしいでしょうか。ほかにいかがでしょうか。
　ないようでしたら、ウェブ参加の方で質問があ
る方いらっしゃいませんでしょうか。
　そしたら、すいません、私のほうから１点質問
させていただきたいと思いますが、情報公開とい

う点で、モリカケ問題で公文書の隠蔽や改ざんが
ありました。あとＧＤＰの問題でも統計偽装とい
いますか、統計の数字の操作なんかがあったわけ
で、こういったことを国があるいは政治家がやっ
てしまうということについて、こんなことをやっ
ておれば、果たして国の根幹が壊れていくんでは
ないか、あるいは社会そのものがどんどん劣化を
していってしまうんではないかという、非常にこ
の危惧を持っています。
　こういったことについて、防ぐ手立てというの
はなかなか難しいのかもしれませんけれども、三
木さんとしては、どういう問題意識なり視点を持
っておられるのか、すいません、お伺いしたいと
思います。

（Ａ）

　そうですね、もう大きな問題なので、何かこう
したらいいと思いますというものを申し上げにく
いんですけども、例えばモリカケ問題みたいなも
のが象徴してるものというのは、実際にはやっぱ
りその政治プロセスのアカウンタビリティ、説明
責任というのが日本てすごく担保されてないんで
すよね。
　端的に言ってしまうと、高い政治レベルになれ
ばなるほど記録を残さないということになってい
て、なので、政治問題になったときに、実務レベ
ルとか現場レベルに問題がある記述とか記載があ
る文書があると、改ざんに走るとか隠蔽に走ると
いう問題が、この間起きてきたことの１つの形な
んですよね。
　日本の場合、政治主導性とか官邸主導性を制度
的にも高めてきたという経緯が1990年代半ば以降
あって、その一定の政治主導性みたいなものが強
まる一方で、その政治主導している官邸とか政治
家側の説明責任を、記録を通じて果たすという仕
組みが全く弱いまま来てしまったというところが
あって、いろんなものを変えなきゃいけないとい
う現実はあるんですけども、やっぱりこの間の問
題を考えると、その政治プロセスが記録されて、
説明責任を果たすことを前提に機能させないと、
やっぱり実務レベルの不祥事とか不始末をいくら
縛っても、どんどんどんどん形骸化・形式化して
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いくだけで、実質があまり伴わないという問題が
この間の問題の結論としてというか、制度改正と
か仕組みの改正とかガイドラインの改正を通じて
も見えてきている部分ということなんです。
　なので、いろんなことを変えなきゃいけないっ
ていう中で、やっぱり今きちんと向き合わなきゃ
いけないのは、その官邸なり政治プロセスをどう
やって記録を通じて説明責任を果たすような仕組
みに変えていくかとか、というところはかなり大
きな問題意識としてあります。
　あとＧＤＰの偽装というか、そういった問題と
いうのは、その問題に限って言うと、要はその財
政とか経済見通しみたいなものが、政治的な影響
を受けてデータがつくられるという状態が、一番
将来の見通しを誤るということにもなるので、世
界的に見ると、独立した財政機関みたいなもの、
税務署とは別にその経済予測とか財政評価とかを
する、独立した機関を設けるということが推奨さ
れてきてるんですね。
　日本にはこれがないんですよ。なので、結果的
にそのときの政権とか政治の意向を受けて、その
ＧＤＰなり経済見通しみたいなものが出てくると
か、日本の場合って経済見通しとか財政見通しっ
て、その経年のグラフにするとすごいガタガタし
た状態になるんですよね。つまり甘く見通しして
財政出動したりとかして、結果的にその後、実際
にそうならないんで修正が必要になると。修正後
のデータをもとにグラフをつくるので、その都度
出てくるデータはなだらかなんですけども、経年
で出てきたものをそのままグラフに当てはめると、
全く整合がつかないグラフになるっていうのは、
これはもう昔からなんですよ。
　なので、一定のそういう客観的な問題、客観的
なデータに関しては、一定の独立性を確保したと
ころが、政治的な影響とかを排除した形でデータ
をつくるとかっていうふうにしないと、多分デー
タの信頼性そのものが高まらないという問題が出
てくると思うんですね。
　なので、大きな意味でいうと、政治プロセスも
説明責任が記録を通じて果たされるというふうに
変えていかないと、実務レベルだけを縛ってもや
っぱり限界があるということ。

　もう１つがやっぱり政治的な影響を排除して、
客観的なデータをつくらなきゃいけないようなも
のについて、どうやってその影響力を排除するか
という問題と両方あると思います。
　個人データの利活用が進んでいく、利用が進ん
でいくという話の中で言うと、その利用される個
人データそのものは、一般に公開されるものでは
なかったりするんですね。なので、そのデータが
政治的な思惑とか中立性がない形でデータが加
工・利用されると、私たちにとっては大きな不利
益になるような政策判断のエビデンスになって、
のまざるを得なくなるっていうことも起こり得る
ということになると思いますので、この先、個人
データの利用を進めて、政策の判断の根拠にして
いくというようなことを進めるのであれば、その
データの評価・判断の妥当性を維持する、担保す
るための仕組みがないと、やや不安であるという
ことにはなると思ってます。

（司会）

　ありがとうございました。ほかに、よろしいで
すか。
　大体予定の時間にもなりましたが、ないようで
したら、以上で今日のセミナーは終わっていきた
いと思います。
　三木さん、どうもありがとうございました。

（三木さん）

　ありがとうございました。

（司会）

　それでは、以上で終了したいと思います。あり
がとうございました。
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